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「考えていた以上に船は大きかった。その大きな

船に乗って広い海の上に出られたことが、一番良

かった」（小４・男子）「いつも観られない星や星座

を、船でたくさん観られてうれしかった」（小５�
女子）「海や船のことが分かって楽しかった」（小６

�女子）「素晴らしい機会だった。来年も是非続け
てほしい」（保護者）。

海洋国家�日本。わが国の将来を担う小�中学
生に船や海洋への関心を一層深めてもらう機会と

して、児童�生徒およびその保護者合わせて３１４人
を招いた「商船三井キッズ�クルーズ」を、この
３月に客船にっぽん丸を舞台として実施した。

受付や出発式、避難訓練の際には緊張気味だっ

た「キッズ」たちは、船内探検が終わるころには

生き生きとした表情になって、各々興味を持った

分野に参加。快晴の下、デッキスポーツでは歓声

が飛び交い、手旗信号�ロープワークなどの船上
教室では真剣な表情で取り組む姿がみられた。船

や航海、地球環境を守る海の大切な役目・素晴ら

しさに関する話にも、子供たちは瞳を輝かせなが

ら聞き入っていた。

当協会を挙げて取り組んだ「海の日」祝日化は

成就したものの“ハッピーマンデー”によって、

明治以来の歴史を持った７月２０日から７月第３月

曜日に変えられた。この事例でも、日本は周囲を

海に囲まれていながら一般的国民の「海との心理

的距離」が近いとは言えず、海や船への関心もさ

ほど深くない、と感じることが多い。CSR（企業

の社会的責任）が叫ばれる中、社会貢献の一環と

して初めて取り組んだクルーズであったが、船や

海に接して子供たちが輝かせる瞳や率直な思いに

教えられることもまた多かった。参加者の感想に

接して痛感したのは、やはり「海洋の素晴らしさ

や船の大きさ・役割」を業界全体として、次の世

代に伝えていくことの大切さだ。

将来、船員になってほしいといった短絡的な考

えで実施したクルーズではなかったが「少年少女

たちの心の中に各々の海を持ってもらい、自由に

船出してほしい」「海や船との距離を縮めたい――」

といった思いは深い。海を基盤に事業展開する業

界人として今後、こうした思いや海運の大切さを

いかにして発信していくか。この課題に日本海運

全体として取り組んでいき、分かりやすく伝える

ことが、益々必要になってきている。我々に課せ

られた責務は、小さくない。

この夏、NHK「みんなのうた」で「みんなのう

み」という曲が話題になった。『海への思いや憧れ』

をこめて、人気グループ“TUBE”の前田亘輝氏が

童謡「うみ」へのオマージュとして作詞したそう

だ。新進画家“３２６”（ナカムラミツル）の絵も心温

まる作品だった。その「みんなのうみ」の曲中に

も取り入れられた「うみ」の懐かしい歌詞を口ず

さむと、故郷・島根の美しい日本海や秋の日差し、

はるか水平線を航行する船が鮮やかに想い出され
しょうらい

る。浜辺に寄せる波の音、松籟も聞こえてくる。

このように日本人には一方で、海を思える環境

や心理的因子があるようだ。当協会そして海運業

界全体のさらなる広報活動によって、海が文字通

り「みんなの海」となり、日本そして世界の暮ら

しを支える船舶が多くの人の心に息づくことを祈

りたい。これらの歌のように……。

心の海を想い 船出せよ

日 本 船 主 協 会 常 任 理 事
株式会社商船三井 代表取締役社長 芦田昭充

巻 頭 言
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１

国際会議レポート

シップリサイクル新条約、バラスト水管理条約、
船舶からの大気汚染の防止が審議
―IMO第５５回海洋環境保護委員会（MEPC５５）の模様について―

２００６年１０月９日から１３日まで、ロンドンのWest-

minster Central Hall（注：IMO本部ビルが改装中

のため）において第５５回海洋環境保護委員会（MEPC

５５）が開催され、シップリサイクル新条約、バラ

スト水管理条約、船舶からの大気汚染の防止が主

要議題として審議された。本稿では、これら主要

議題の審議概要を紹介する。

１．シップリサイクル新条約

IMOでは、０５年１１月の IMO総会において、シッ

プリサイクルに係る新条約※１を０８年から０９年の間

に採択することが合意され、０６年３月のMEPC５４に

おいてノルウェー提案による条約の第一次草案の

審議が行われた。（本誌２００６年４月号Ｐ．８参照）

※１ 正式名称は、「安全および環境上適正な船舶の再資
源化のための国際条約」。条約案は、条約本文、規則Ａ
部（総則）、同Ｂ部（船舶の要件）、同Ｃ部（リサイク
ル施設の要件）、同Ｄ部（通報の要件）、附録１（有害
物質の管理）、附録２（関連する証書および書類の様式）、
で構成する。

MEPC５５では、ノルウェーを議長とするシップリ

サイクルWGが設置され、MEPC５４以降にコレス

ポンデンスグループ（CG＝Emailで審議を進める

グループ）で審議が進められた条約の第二次草案

が逐条で議論されたほか、日独提案による「船舶

に含まれる有害物質のインベントリを作成するた

めのガイドライン案」、日本提案による「船舶での

使用を禁止・制限される有害物質案」および「証

書と検査の考え方」、などについて検討が行われた。

主要事項の審議概要は後述のとおりであるが、

MEPC５５では審議過程ということもあり条約の内容

について具体的な決定がなされるということはな

く、今後の議論を加速するための方向性が確認さ

れることとなった。MEPC５６（０７年７月）の前の５

月に中間作業部会を開催することとされ、それま

でに CGで条約案の審議を進めることとされた。日

独提案のインベントリ作成ガイドライン案につい

ては、今後同案を議論のベースとすることが合意

されるとともに、MEPC５５までに日独間で意見調整

海運ニュース
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がつかなかった既存船のパートを含めて、MEPC

５６に向けて両国間で検討を進めることとされた。

また、日本提案による「船舶での使用を禁止・制

限される有害物質」および「証書と検査の考え方」

についても、大方の支持を得て、わが国がMEPC

５６に対し詳細を提案することとされた。

今後の審議に向けてわが国は、インベントリ作

成ガイドラインをはじめ、船舶での使用を禁止・制

限される有害物質、証書と検査のガイドラインお

よびリサイクルヤードの基準に関するガイドライ

ン（後述）を提案する必要があり多くの宿題を抱え

ることとなったが、これはシップリサイクルの審

議を主導する国のひとつである日本に対する各国

の期待の表れとも言えよう。MEPC５６の前に開催さ

れる中間作業部会では５日間が条約案および各種

ガイドラインの審議に費やされ検討の山場を迎え

ることとなるが、当協会としては、引き続き国土交

通省をはじめとする関係者と連携しつつ実効性・

実行性ある条約の確立を目指すこととしている。

〈シップリサイクル新条約：主要事項の審議概要〉

� インベントリ作成ガイドライン案（条約規則

第Ｂ部関係）

日独提案によるガイドライン案の内容は、船

舶の建造時に造船所と舶用品業界が上流の部品

メーカーから入手した情報を元にインベントリ

を作成するとともに、インベントリが条約に従

って作成されたものであることを確保するため

に「供給者適合宣言」を発行、また運航時には、

船主が設備機器等の変更・修繕の際にインベン

トリの内容を更新するとともに、適切な管理を

確保するためにインベントリ管理者を任命する

などの社内体制を構築するというものである。※２

※２ 条約案では、インベントリは、第１部（船舶の構
造・設備機器に含まれる物質）、第２部（運航中に発生
する廃棄物）、第３部（貯蔵品）で構成するとされてい
るが、具体的な物質・物品名はガイドラインで定める
こととしている。日独文書では、インベントリに記載
すべき物質として、表Ａ（船舶での使用を禁止・制限
される特定化学物質＝条約の附録１で規定する予定）、
表Ｂ（潜在的有害物質＝カドミウム、アゾ染料等）、表
Ｃ（環境・安全に害を及ぼす物品）、表Ｄ（民生品＝テ
レビなど）を提案していた。

ガイドライン中の「現存船」の部分は、MEPC

５５までに日独の意見調整が図れなかったため、

夫々が個別にMEPC５５に提案文書を提出してい

た。作成方法の基本的な考え方については両国

間の認識はほぼ一致していた。船舶図面等の文

書確認とサンプリングにより有害物質を特定し、

特定が不可能な物質については「潜在的有害物

質」として取り扱うというものである。また、

インベントリに記載すべき物質として、各種条

約で使用が禁止・制限されている物質を記載す

べきとする考え方について両国の合意があった

が、潜在的有害物質（表Ｂ）について、独は合

金に使用される物質以外は記載すべきとし、一

方日本は可能な範囲で記載すればよいとし、時

間の制約上意見の調整が図れなかった。

MEPC５５では、日独提案をベースとして検討を

進めることが確認されるとともに、現存船につ

いては、�インベントリの正確性のレベルを決
定することの困難さ、�現存船のインベントリ
を準備する時期、�有害物質の調査に携わる人
間の安全性、について問題点があることが認識

された。ガイドライン案については、MEPC５６に

向けて日独で現存船の部分を含め更なる検討を

行う予定である。

また、条約の附録１で定められることになる

「船舶での使用を禁止・制限される物質」につ

いても、日本がMEPC５５に提案していた５物質

（アスベスト、PCB、オゾン層破壊物質、TBT、

TBTO）をベースとして検討を進めることが確認

された。附録１については、MEPC５６に向けてわ

が国が提案を行う予定である。

� 検査と証書（条約規則第Ｂ部関係）

検査と証書の考え方について日本は、インベ

ントリ検査には、船舶の航行安全を担保するた

めの通常の船舶検査と目的が異なるため、厳格

な検査は不要であり、船舶の建造時にインベン

トリが適切に作成され運航時に適切に管理され

ている程度を確認すればよいこと、そのため竣

工時の初回検査、５年毎の定期検査、大規模修

繕時の船主の任意による追加検査および解撤準
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備完了時の最終検査を行うことを提案していた。

日本の考え方に対し大方の指示が得られたが、

ギリシャ、INTERTANKOより、５年毎の定期検

査は不要との意見が示された。日本は、議場内

外で５年毎の検査ではインベントリの内容を検

査するのではなく、船主がインベントリの管理

体制を維持していることを確認することでイン

ベントリが適切に管理されていると見做すこと、

追加検査は船主の希望で必要に応じ行うもので

あること、インベントリの更新時毎に検査を行

うと検査回数が数え切れないものになるのに対

し、日本提案は船舶のライフサイクル時に５、６

回の検査を受ければよく、船主負担の軽減を意

図するものであることを説明。INTERTANKO

によると、同団体とギリシャは、日本提案は理

解するが、現在の条約案文では年次検査でもイ

ンベントリの検査が行われる可能性があり、検

査料金の負担が大きくなることを懸念している

とのことである。

今後については、日本が証書と検査に係るガ

イドライン案をMEPC５６に提案することとされ

た。

� 通報の要件（条約規則第Ｄ部関係）

条約第Ｃ部（リサイクル施設の要件）の審議

の際に、ICSより、条約案ではリサイクル施設は

自国政府からの承認を受けて開業することとさ

れているため、各船のリサイクル毎に自国に通

報し許可を得ることは煩雑な手続きを避けるた

めにも不要であるとの主張がなされた。※３これ

に対し、中国はリサイクル売船時の過度の手続

きは不要とし ICSの主張を支持、一方、デンマ

ークより ICSの主張は指示できないとの意見が

出された。通報については第Ｄ部の審議の際に

検討するとしたが、MEPC５５では時間の制約から

これ以上の議論はなされなかった。

※３：条約案では、リサイクル施設はリサイクル開始前

に自国政府に通報、［１４］日以内に異議がなければリサ

イクルを開始してよいとされている。

� 条約の適用範囲（条約第３条関係）

条約の適用範囲について、条約案では４００GT

以上の船舶（官船は除く）に適用するとしてい

た。MEPC５５では、ロシア、シンガポール等が

SOLAS条約の適用範囲である５００GTを主張、

MEPC議長総括により５００GTを条約案で使用す

ることとした。また、米国が内航船を条約の適

用外とすることを強く主張、大方は条約の抜け

道を防ぐために内航船を対象とすべきとの意見

であったが、今後の検討とされた。

� シップリサイクル施設の要件（条約規則第Ｃ

部関係）

第Ｃ部について ILOは、既存の ILO条約�勧
告�ガイドラインが同部に反映されていないと
して、強い懸念を表明する文書をMEPC５５に提

出していた。MEPC５５の場でも ILOより、第Ｃ

部については、シップリサイクルに関する ILO

ガイドラインが直接参照されるべきとの主張が

なされ、ブラジル、フランス、ICFTU（国際自

由労連）、等がこれを支持した。IMO条約が ILO

ガイドラインを参照することになった場合、ILO

でガイドラインの変更が行われる度に IMO条約

の見直しが必要となり、手続きが煩雑となる。

これを懸念するわが国は、シップリサイクルに

係る ILOとバーゼル条約のガイドラインを考慮

しつつ、リサイクルヤードの基準ガイドライン

案をMEPC５６に提案することを表明、これをノ

ルウェー、中国、マルタ、キプロス、ギリシャ、

トルコ、米国等が支持し ILOの主張は退けられ

た。また、日本の提案に対し、英国、デンマー

ク、米国、等がガイドラインの作成に協力する

ことを表明、日本はこれらの国と連携を図りつ

つ、MEPC５６に向けてガイドライン案を提出する

こととなった。

� ILO�IMO�バーゼル条約の合同作業部会
（JWG）

ILO、英国、デンマーク、ブラジル、ICFTU

が、IMO条約（特に第Ｃ部）の策定過程におけ

る ILO、バーゼル条約からの情報提供が重要であ

るとし、第３回 JWGの早期開催を主張、一方、

日本、ノルウェー、米国、ドイツ、ギリシャ等

は、中間作業部会までに IMO側で多くの作業が
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基 本 承 認
（ＩＭＯ）

２００６年３月
（MEPC５４）

２００６年１０月
（MEPC５５）

２００７年７月
（MEPC５６）

型 式 承 認
（主官庁） ２００６年１１月 ２００７年６月 ２００８年４月

最 終 承 認
（ＩＭＯ）

２００７年７月
（MEPC５６）

２００８年３月
（MEPC５７）

２００８年１０月
（MEPC５８）

残されており、これらの作業の進捗を見て JWG

の開催を決めるべきとし、結果として次回 JWG

の開催時期については、MEPC５６で検討を行うこ

ととされた。（JWGについては、本誌２００５年３月

号Ｐ．６、２００６年１月号Ｐ．４参照）

� トルコによる解撤トライアルの提案

トルコより、IMO条約の実行性・実効性を確

認するため、条約案に従って現存船２隻をリサ

イクルするというトライアルを実施したいとの

提案があった。締約国および関係団体に対しト

ライアルのための船舶の提供を求めるとともに、

IMO、ILOおよびバーゼル条約からのメンバーに

よる監督機関を設置し、リサイクルの各段階の

モニターを行いたいとのことである。MEPC５５と

してトルコ提案を受け入れることとされた。

２．バラスト水管理条約関連

� バラスト水管理条約の見直し

バラスト水管理条約では、船舶から排出され

るバラスト水の排出基準（Ｄ－２基準）が規定

されている。当該基準では、排出されるバラス

ト水中に含まれるプランクトンおよび病原菌の

生存数が制限されており、基準を満足するため

には、バラスト水を処理する装置が必要となる。

同条約上、最も早期に基準が適用されるのは２００９

年１月１日以降建造のバラスト水容量５，０００�未
満の新造船となっている。

しかしながら、同条約が採択された２００４年に

おいて、Ｄ－２基準に適合する処理技術が存在

しなかったことから、同基準の最も早期の適用

日（以下、適用日）から少なくとも３年前まで

に、バラスト水処理技術の検証を行い、基準の

見直しを行うことが条約に規定されている。

今次会合は、適用日から３年前にあたるため、

処理技術の検証および基準の見直しについて審

議が行われた。

会合では、日本、ドイツ、英国、韓国、ノル

ウェーから１５の処理装置に関する情報が提供さ

れた。各国からの報告によれば、全ての処理装

置が適用日までに実用可能となっている。

しかしながら、処理装置は、基本承認（IMO）

→型式承認（各国の主官庁）→最終承認（IMO）

が必要となり、基本承認から最終承認までの最

短のスケジュールは下表のとおりとなる。

上記の表のとおり、２００９年１月１日までに処

理装置を実用化するためには、MEPC５８での最終

承認では遅すぎるため、少なくとも今次会合に

おいて基本承認を受ける必要があるが、これま

でに基本承認を受けている装置は４つのみとな

っている。また、基本承認を受けている装置に

ついても、陸上試験施設、生物分析機関の利用

可能状況などにより、今後の承認手続きに遅延

が生じる可能性がある。

さらに、２００９年１月１日適用船は、既に契約

済みの場合があり、これらの船舶に装置を搭載

するには、設計の変更が必要となり、追加費用

と遅延が発生することとなる。

そのため、適用日の延長や２００９年１月１日適

用船に対する排出基準の一定期間の適用除外を

求める意見があった。

審議の結果、処理装置開発国による実用化可

能とする意見と適用日の延長や適用除外を求め

る意見の双方を取り入れ、「適用日までの処理装

置の実用化は恐らく可能」との前提で、適用日

の延長および適用除外について、次回MEPC

５６において再度検討することとなった。

� バラスト水管理条約に関するガイドライン

２００６年４月の第１０回ばら積み液体・ガス小委

員会（BLG１０）で最終化された下記５つのガイ

ドライン案が採択された。

�Ｇ１：沈殿物受入施設に関するガイドライン
案

�Ｇ５：バラスト水受入施設に関するガイドラ
イン案

�Ｇ１１：バラスト水交換のための設計及び建造
基準に関するガイドライン案
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�Ｇ１２：船上での沈殿物制御施設の設計及び建
造に関するガイドライン案

�Ｇ１４：バラスト水交換水域指定に関するガイ
ドライン案

なお、Ｇ１３（緊急事態を含むバラスト水管理

追加方策に関するガイドライン）に関しては、

追加方策に関する手続きが不明瞭との意見があ

ったことから、２００７年４月の BLG１１において再

度検討し、同年７月のMEPC５６での採択を目指

すこととなった。

３．船舶からの大気汚染の防止関連

� 地球温暖化ガス（Green House Gases : GHG）

� 科学および技術の助言に関する補助機関

（Subsidiary Body for Scientific and Technologi-

cal Advise : SBSTA）※１からの報告

IMO事務局より国連気候変動枠組条約

（UNFCCC）※２の下部委員会である SBSTA

における国際物流からの CO２排出に関する審

議結果が報告された。同報告によれば、国際

物流（航空・海運）における CO２排出削減につ

いては、京都議定書※３の規定に従い、それぞ

れの専門機関である ICAO（国際民間航空機関）

および IMOにおいて解決されるべきとの意見

が大勢を占めたが、国際物流からの CO２排出

削減に関する同議定書の免除規定を削除すべ

きとの意見もあり、本件については継続して

審議することとなっている。

ノルウェーは上記報告を受け、IMOと

UNFCCC特に SBSTA、また同じく京都議定書

において国際的な運航からのGHG削減を付託

されている ICAOとの協力関係を一層強化する

必要があること、また IMOにおいて２０００年１０

月に作成された GHG研究レポート※４の更新

の必要性を主張した。

審議において、SBSTAなど他の機関との協

力関係の構築については、多くの国が賛成を

示したが、米国、中国、サウジアラビア、イ

ランの反対があり、具体的な方策については

検討が行われず、各機関の事務局間により、

それぞれの情報を相互に交換しあうことのみ

が合意された。

また、GHG研究レポートの更新については、

反対意見もあったが、同レポートのGHG排出

量が１９９６年の古いデータであること、全世界

における海上輸送量や輸送形態などに大きな

変化があること、暫定 CO２インデックスガイ

ドラインの策定など IMOにおける施策が実施

されていることなどから、更新することが合

意された。

今次会合において、更新作業に関する付託

事項案が原則合意され、次回MEPC５６におい

て最終化されることとなった。

また、同レポートの完成については、２０１０

年を一応の目標とすることとなった。

※１：気候変動枠組条約に関連する科学的および技術的

な事項に関する時宜を得た情報および助言を、締約国

会議に提供するための条約の補助機関

※２：気候に対して人為的な影響を及ぼさない範囲で大

気中の CO２など温室効果ガスの濃度を安定化させるこ
とを目的とした条約。具体的には、締約国（先進国）

に対して温室効果ガスの排出と吸収の目標の作成、温

暖化の国別の計画の策定と実施などが義務つけられる。

１９９２年採択、１９９４年発効。

※３：UNFCCCの目的を達成するための議定書。先進国
等に対し、温室効果ガスを１９９０年比で、２００８年～２０１２

年に一定数値（日本６％、米７％、EU８％）を削減す
ることを義務づけている。２００５年２月に発効。

※４：GHG排出削減のための方策に関する調査研究報告。
地域別 GHG排出量、使用燃料別の GHG排出量などに
関する調査や船体形状および燃焼機関の改良、排出権

取引など GHG排出削減手段に関する検証結果。

� CO２排出インデックスに関する検討

２００５年７月のMEPC５３において暫定 CO２排

出インデックスガイドラインが策定（本誌２００５

年８月号Ｐ．６参照）されたことを受け、各国

から同ガイドラインの実船での検証結果が報

告され、以下のとおり審議が行われた。

なお、同ガイドラインについては２００８年１０

月のMEPC５８まで見直しは行わず、各国から

の検証結果の提出を求めるのみとなっている

ことから、今次会合においては問題点を見出

すのみとなった。

� 同一船種船型においても、インデックスの
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２

バラツキが非常に大きい。その原因としては

航海距離、積荷の状態、季節、航路の違いな

どが考えられる。

� 積荷航海とバラスト航海の取扱いについて、

同一船種においても各国間で隔たりがある。空

荷であるバラスト航海における CO２排出量を

含めるかどうか意見が分かれていることから、

少なくとも同一船種間ではバラスト航海と積

荷航海の取り扱いを統一する必要があること

が確認された。

� LNG船のインデックスが、LPG船あるいは原

油タンカーに比べて大きくなっており、以下

のような意見があった。

�メタンガスの熱量当たりの CO２発生量は、重

油のそれに比較して小さいものの、船舶の大

きさに比較して積載重量が小さいこと

�ディーゼル機関に対して熱効率の悪い蒸気タ

ービン機関を用いていること

�LNGガスエンジンを主機に用いた場合は、現

状の推進システムよりかなり小さいインデッ

クスが期待できること

� 陸上電源使用のための船陸間接続の標準化に

ついて

スウェーデンより、船舶からの大気汚染の防

止に関するMARPOL条約附属書 VIに陸上電源

の使用に関する規定案が提案された。

同提案については、船陸間接続の国際規格の

必要性は認めるものの、技術的問題が多数有り、

MARPOL附属書 VIに陸電使用を含めるためには

十分な調査が必要であり、時期尚早であるとの

意見が大勢を占め、国際標準化機構（ISO）に国

際規格策定作業を委ね、同作業が終了するまで

IMOにおいて議論を行わないこととなった。

（企画部：本澤（１）、海務部：黒越（２・３））

アテネ条約のテロ問題に結論
―IMO第９２回法律委員会の模様―

IMO第９２回法律委員会が２００６年１０月１６日から２０

日までの間、パリの UNESCO本部で開催された。

主要議題の結果は以下のとおり。

１．海難残骸物の除去に関する条約案（Wreck Re-

moval）

本条約案は、海難残骸物の除去に係る船主の義

務および金銭的保証の義務付け、沿岸国による除

去の権利などを目的とするもので、今次会合では

２００７年５月に予定される条約採択の外交会議を前

にドラフトの最終案文化に向け、以下主要点を中

心に審議が行われた。

� 条約の適用範囲

本条約ドラフトでは排他的経済水域（EEZ）を

適用範囲としつつも強制保険�金銭的保証の規
定（船主の強制保険および保険者への直接請求）

については領海にも適用できる（Opt�in条項）と
していたことから、デンマーク等より保険条項

だけの Opt�inでは条約の統一性および透明性を

欠くとして、全締約国の適用範囲を領海に拡大

する、または、各締約国が領海への適用するか

否かを選択する、とした提案がなされたが、オ

ランダ等は現行ドラフトで問題はなくこれを維

持すべきとして見解が分かれた。

また、ICSからは海難残骸物への責任に関し

EEZと領海で異なる手続きを生じぬよう調和し

たルールとすべきこと、更に国際 P&Iグループ

（以下、IG）からは、グループが証書を発行する

のは国際ルールに基づくものに限られるとして、

各締約国が領海において異なる法体系を取れば

証書を発行することは出来ないとの発言があっ

た。

本件については非公式作業部会で検討が行わ

れた結果、デンマーク等より Opt�inする規定を
限定して解決を図るとした案が、一方でオラン

ダ・アルゼンチンから現行規定を微修正（実質

的には現行と同じ）した案が委員会に提出され

たが議論は割れたままで纏まらず、ドラフトで
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は両論併記としたまま外交会議まで結論を持ち

越すこととなった。

� テロ被害に対する責任

テロ行為による海難残骸物の発生に係る船主

責任の問題について、オランダ提案では船主や

P&Iクラブが付保する戦争保険で十分カバーでき

ると結論付けドラフトの変更（テロ免責等）は必

要ないとしていた。これに対して IGおよび ICS

は、戦争保険は除去費用のみに充てられるもの

ではないこと、７日前通知により一方的に解除

が可能なためドラフトの規定（３カ月の期間を

経過する前に効力を失う可能性がある場合は条

約の要件を満たすことにはならない）に反する

こと、多数の保険者が異なるレベルのカバーを

提供しており条約が要求する証書を発行するこ

とは困難であること、アテネ条約のように新た

に証書を発行する機関が必要であることなど諸

問題が見落とされていると反論した。更に本条

約案において請求者になるのは国であり、利用

者（船客）保護を主目的としていたアテネ条約

のケースが必ずしも当てはまるとは限らないと

してテロリズムを戦争と同様（適用除外）に扱

うよう主張した。

アテネ条約とは異なる解決を図るとした見解

には、ギリシャ、ブラジル、デンマークなど複

数の国より支持を得たが、一方で米国等は現行

ドラフトの変更は不要との立場を取るなど結論

がでなかった。こうしたなか、英国は IGに理解

を示した上で、実行可能な解決策を検討する申

し出があり本件は引き続き議論していくことと

なった。

� 紛争の解決

現行ドラフトでは締約国間で条約の解釈また

は適用に関し紛争が生じた場合には当事者間の

合意した平和的手段で解決すると規定されてい

るが、イタリア等よりこうした手段での解決が

図られない際は国連海洋法条約（UNCLOS）の

紛争解決手段を準用するか、国際海洋法裁判所

（ITLOS）に提起できるとの提案があり、審議の

結果、ドラフトの規定が変更された。

� 船舶の適用基準

本条約に基づき強制保険の対象となる船舶の

適用基準は総トンで規定することを決定した。

また、総トン数については外交会議で３００G�T

以上または５００G�T以上の何れかで結論を出す

こととなった。

２．２００２年アテネ条約改定議定書

１９７４年アテネ条約を改定する２００２年議定書は未だ

発効に至っていないが、その原因とされる改定議

定書が定める金銭的保障の実効性（テロ問題およ

び保険総額の問題）について、これまで法律委員

会での議論とともにノルウェーの Rosæg教授を中

心に非公式な協議が行われてきた。

� テロ問題

２００６年４月の第９１回法律委員会において、ロ

ンドンの保険ブローカーより戦争危険（テロ危

険）について５億 USドルの限度額を設けた上で

条約が要求する証書の発行を引き受け可能とす

るスキームが紹介されたが、事前の検討時間が

無かったことおよびスキームの詳細が不明だっ

たこともあり継続審議となっていた。

今次会合では“テロ問題”に関する現実的か

つ実行可能な解決策として、英国よりテロ関係

の責任については “船客１人あたり２５万 SDR”

または、“１船あたり３億４，０００万 SDR（＝５億

USドル）として、テロ損害の請求に関しては責

任限度額と強制保険額を同一にした提案（注）の説

明があり、共同提案者である ICCL（国際旅客船

評議会）、ICSをはじめ業界も妥協的解決策とし

てこれを支持、更に各国からも支持が表明され

たことから同提案が了承された。

� 保険総額の問題

議定書が規定する高額な強制保険と責任限度

額に対し保険引受けが困難であるとの問題につ

いてこれまで IGで検討が行われてきたが、今般

IGより乗客３，６００名以下の客船に対して保険カバ

ーを提供するとの表明があった。但し、全ての

クラブが対応するものではないこと、更にはテ

ロ問題が P&Iクラブおよび船主にとって納得の
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いく解決が図れた場合に限ることが付け加えら

れた。

テロ問題については IGも上記提案を原則支持

しており、これに伴い保険総額の問題について

も進展が図られるものと見られる。

注）アテネ条約の非戦争保険分野は、強制保険額を２５万

SDR、責任限度額を４０万 SDRとしている。

３．船員の公平な取り扱い（Fair Treatment of Sea-

fares）

近年海難事故に伴い、船長�船員が沿岸国に長
期間に渡り勾留されるケースが起きていたことに

端を発し、「船員の公平な取り扱い」に関するガイ

ドラインが２００６年４月の第９１回法律委員会および

同年６月の ILO理事会で採択されている。

当該ガイドラインは寄港国�沿岸国に対し、捜
査の公正化と迅速化、不当な拘留の防止、関係者

との連絡手段の確保、人件の保護、給料や生活の

保証、差別的待遇の防止などが示されているほか、

旗国、船員国、船主、船員の夫々に対して、海難

事故発生時に船員が公正な取扱いを受けられるこ

とを確保することを推奨している。

今次会合では米国等が改正を提案した、賃金の

支払い、非商用船への非適用、海難事故の定義、

黙秘権の行使等について法律委員会の下に設置さ

れたアドホックWGを中心に検討が行われたが、

ガイドラインは作成されて間もないため改正を検

討するには今しばらく様子を見る必要があるとす

る意見も多く、改正の必要性についてコンセンサ

スを得るにはいたらなかった。

また、IMO�ILOの合同アドホック専門家WG

を復活させて、ガイドラインの履行状況と改正が

必要となりうる分野をモニターする提案もだされ

たが、WGの委託事項を検討するのに十分な時間も

なかったため結論はでなかった。

しかしながら、米国より引き続き本件を法律委

員会で審議すべきとの提案もあったことから次回

法律委員会の議題として残すこととなった。

４．HNS条約の実施状況の監視

HNS条約（危険物質および有害物質の海上輸送

に伴う損害についての責任および補償に関する国

際条約）は１９９６年の採択から１０年を経たが未だに

発効に至っていない。同条約は現在まで８カ国（発

効要件：１２カ国）が批准を済ませているが、貨物

受取量の報告（発効要件：締約国より４，０００万トン

以上の受取量報告を要する）があったのは１カ国

のみであり、IMO事務局が締約国に対し報告義務

を果たすよう促した。

また実施状況について、締約国であるキプロス

から近いうちに貨物受取量の報告を行うこと、デ

ンマーク、英国から２００７年の批准に向けた取組み

を進めているとの報告があった。

（企画部：伊藤）

内外情報

日本人船員（海技者）確保・育成新スキームの検討
状況を確認
―第�回「船員・船籍問題労使協議会」の模様―

日本船主協会（以下「船協」）と全日本海員組合

（以下「組合」）は、１０月２５日に第９回「船員・船

籍問題労使協議会」（以下、「協議会」）を開催した。

（出席者は【資料】参照）

今次協議会では、第７回協議会でとりまとめた

「外航日本人船員（海技者）の確保・育成に資す

るための施策骨子」（本誌２００６年７月号Ｐ．１５参照）

に基づき、官労使３者で進めている「外航日本人

船員（海技者）の確保・育成新スキーム」に関す

るこれまでの検討結果ならびに進捗状況を確認す

るとともに、新スキームにおける育成要員の労働

条件、外航日本籍船の日本人船・機長配乗要件撤
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２

廃の既存船への適用等について意見交換が行われ

た。

新スキームについては、２００７年度からの実施に

向け、２００６年６月より官労使３者で構成する「外

航日本人船員確保・育成に関する新スキーム導入

のための検討調整会議」および同検討調整会議の

下に設置された実務者レベルのWGにおいて具体

的な検討が開始され、これまでに新スキームの構

成と役割、統括組織と実施団体、導入研修スケジ

ュールと座学カリキュラム等を重点に検討が行わ

れてきた旨報告がなされ、これを了承した。

また、育成要員の労働条件について、「施策骨子」

での労使確認を踏まえた育成要員の給与、労働時

間・休日休暇等に関する船協・組合側作業委員長

（船協側：宇佐美副会長、組合側：平山国際局長）

間の検討結果が報告され、これを了承した。

さらに、船・機長配乗要件撤廃の既存船への適

用に関し、２００５年６月１３日の労使合意文書（本誌

２００５年７月号Ｐ．２２参照）の趣旨、７月２８日の交通

政策審議会・海事分科会における国土交通省見解

（本誌２００６年８月号Ｐ．５参照）を踏まえ、改正通

達が適用される２００７年４月までに、既存船の取扱

いを別途労使確認することとした。

その他、新スキームに係る費用問題について、

組合と国際船員労務協会で管理する「雇用安定基

金」から資金提供を行うとの雇用安定基金管理運

営委員会（２００６年１０月１３日開催）の決定を受け入れ、

これを有効に活用していくこと等が確認された。

（企画部：本澤）

安定した船員供給確保のための諸施策推進やグローバル時代
に相応しいIBF体制の検証に合意
―第�回日本－フィリピン マンニング・カンファレンスの模様―

２００６年１０月２６日、２７日の２日間にわたり、当協会

が後援する「第１回日本－フィリピン マンニング

・カンファレンス」が国際船員労務協会（IMMAJ）

およびPJMCC＊１の共催で都内において開催された。

【資料】

【第９回「船員・船籍問題労使協議会」出席者】

日本船主協会

会 長 鈴木 邦雄（商船三井取締役会長）

副 会 長 宮原 耕治（日本郵船取締役社長）

副 会 長 前川 弘幸（川崎汽船取締役社長）

常 任 理 事 芦田 昭充（商船三井取締役社長）

副 会 長 宇佐美皓司

理 事 長 中本 光夫

全日本海員組合

組 合 長 井出本 榮
中央執行委員・
国 際 局 長 平山 誠一
中央執行委員・
政策教宣局長 三尾 勝
政 策 教 宣 局
総合政策部長 清水 保

国際局外航部長 牧添 正信
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▲挨拶する鈴木当協会会長

▲会場の模様

同カンファレンスでは、世界的な船腹量の増大

が予想されている状況下、今後安定的な船員確保

が重要課題であるとの認識の下、世界最大の船員

供給国であるフィリピンとの連携強化を図るため、

“船員安定供給への挑戦”をテーマに日本・フィ

リピンの両国からプレゼンテーションが行われた。

また、最終日には安定した船員供給確保のための

諸施策推進やグローバル時代に相応しい IBF体制

の検証を合意・確認する共同声明（【資料】参照）

を採択した。

カンファレンスの１日目は、栢原国際船員労務

協会会長、エデュアルド・マネッセ PJMCC会長お

よび鈴木当協会会長の挨拶にはじまり、冨士原国

土交通省海事局長から船員の需要動向や日本商船

隊の拡大に伴う課題などについて、アルツーロ・

ブリオン労働大臣からはフィリピンの船員教育の

現状などに関する基調講演がそれぞれ行われた後、

冨久尾日本海洋科学代表取締役社長、山脇当協会

海務部副部長および辻本国際船員労務協会理事長

の３氏による日本側からのプレゼンテーションが

行われた。

冨久尾社長からは、「船員の世界動向と将来展望」

との題目で、諸外国における船員需給の現状説明

があった後、質の高い船員の安定供給のためには、

�これまで会社単位で行ってきた船員の技術向上
を産業界全体の問題として取り扱う必要がある、

�日本とフィリピンの海運界の関係を、従来の安
価な船上労働力の利用と供給という第一段階の関

係から、広く海事クラスター全般における共同を

目指す第二段階の関係に移す必要がある等の認識

が示された。山脇副部長は「日本船社の取り組み

の現状と課題」と題してわが国の船員供給を取り

囲む状況を報告した後、日本の船社が船員供給国

や船員自身に対して求める点を説明した。最後に

壇上に立った辻本理事長は「日本船舶に乗り組む

フィリピン人船員教育�訓練の取り組みに関する
現状と展望」と題して、日本商船隊におけるフィ

リピン人船員への依存度について説明した後、質

の高いフィリピン人船員を日本商船隊に安定供給

するための国際協力パートナーシップ促進に向け

た諸施策に関する提言を行った。

２日目には、フィリピン側からクリストファー

・マンボン PRC＊２機関士部会前議長、ロサリンダ

・バルドス POEA＊３長官、アーネスト・ビトニオ

NLRC＊４前議長、グレゴリオ・オカ AMOSUP＊５

組合長（MAAP＊６創立者）、エドアルド・サントス

MAAP学長およびエリクソン・マルケス PJMCC

理事の６氏による船員に係る対応の現状と将来展

望に関するプレゼンテーションがそれぞれ行なわ

れた。

マンボン PRC前議長は、船員不足、海技試験回

数の限定と処理の遅さなどの諸問題を解消するた

めに航海士を対象にコンピュータ（ウォーク・イ

ン・イグザミネーション・システム）による海技

試験を本年８月から導入していることを紹介する

とともに同システムへの支援を求めた。バルドス

POEA長官は、フィリピン人船員の現状や職員不足
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▲共同声明に調印する、栢原国際船員労務協会会長（左）
とマネッセPJMCC会長（右）

▲レセプションで乾杯をする首脳陣。左からブリオン労
働大臣、オカAMOSUP組合長、セントトーマス前労働
大臣、望月義夫国土交通副大臣、ドミンゴ・シアゾン
駐日フィリピン大使、鈴木当協会会長、栢原国際船員
労務協会会長、マネッセPJMCC会長

を補うために船主協力を得て商船大学以外の卒業

生に海技免状を取得させるためのコース（ブリッ

ジコース）を設置していること、更に１９８０年代か

らの欧州諸国による船員養成に係る支援メカニズ

ムの現状を説明し、わが国に対して練習船の不足

に対する支援や企業単位を越えたトレーニングセ

ンターの設立などの支援プログラムに関する提言

を行った。ビトニオ NLRC前議長からは雇用に関

するリーガルリスク削減のための措置について、

オカMAAP創立者からはMAAPキャデットへの支

援枠を増員していることやMAAPのブリッジ・コ

ース・プログラムについて、エドアルド・サント

スMAAP学長からは、IBF協約に基づくトレーニ

ングレビー基金を活用したケミカル船やプロダク

ト船訓練シュミレータをMAAP内の IMMAJ�
PJMCCトレーニングセンターに来年の稼動に向け

て設置するプロジェクトについてそれぞれ紹介さ

れた。そして最後のプレゼンターであるエリクソ

ン・マルケス PJMCC理事からは、仕事にプライド

を持ったフィリピン人船員を輩出するために作成

したビデオが紹介されるとともに日本船主に対し

てキャデット枠の拡大を要請された。

フィリピン側による全プレゼンテーションの終

了後、栢原国際船員労務協会会長とエデュアルド

・マネッセ PJMCC会長により、従来より取り組ん

できたフィリピンの船員供給の安定化と船員養成

の高度化を加速するための諸施策を推進すること、

安定した労使関係を目指しIBF＊７・８体制を検証す

ること、更に、船員不足という喫緊の課題に対応

するために両者が友好関係を強化するとともに、

本カンファレンスを後援した当協会をはじめ日本

・フィリピンの官労使関係者と緊密に連携をとり、

互いにパートナーとして前向きに取り組むことを

宣言した共同声明を採択し閉幕した。

本カンファレンスには、わが国から冨士原国土

交通省海事局長、栢原国際船員労務協会会長およ

び鈴木当協会会長をはじめ国土交通省、国際船員

労務協会、全日本海員組合および当協会関係者が、

フィリピンからはブリオン労働大臣、パトリシア

・セントトーマス前労働大臣をはじめとする政府

高官とマネッセ会長、オカ AMOSUP組合長をはじ

め PJMCC並びに労働組合関係者などのべ４００名以

上の日本・フィリピンの官・労・使関係者が出席し、

今後急拡大する日本商船隊への良質で安定した船

員供給のための施策について活発な意見交換が行

われ、成功理に終了した。

＊１ PJMCC : Philippine�Japan Manning Consultative
Councilの略。船員を日本の船会社に派遣するフィリピ
ンのマンニング会社の協会。

＊２ PRC : Professional Regulation Commissionの略。フ
ィリピンの各種国家資格免状を認証、管理する政府機関。

＊３ POEA : Philippine Overseas Employment Admini-
stration（フィリピン海外雇用庁）の略。海外で就労す
るフィリピン人を統括管理する政府機関。船員もここ

で発行される許可が必要。

12●せんきょう Nov 2006



＊４ NLRC : National Labor Relations Commissionの略。
公正な労使関係を管理監督する政府機関。

＊５ AMOSUP : Associated Marine Officers’ & Seamen’s
Union of the Philippinesの略。１９７２年に創立されたフィ
リピン最大の船員組合。

＊６ MAAP : Maritime Academy of Asia and Pacificの略。
１９８２年創立で、AMOSUPのサポートを受けている私立
の商船大学。施設と教育設備はフィリピン内では郡を

抜いている。練習船を所有し、毎年の卒業生は本年入

学より約２００人。

＊７ IBF : International Bargaining Forum（国際団体交
渉協議会）の略。２００３年に「ITF特別協約が適用される
船舶に乗組む船員の労働条件に関して、可能な限り両

者にとって満足の行く合意を目指して交渉する」など

を目的として設立した ITFと使用者側による交渉協議
会。

＊８ ITF : International Transport Workers’ Federation
（国際運輸労働者連盟）の略。１８９６年に結成された運

輸関係労働組合の国際的な産別組織。

（海務部：小畑）

【資料】

Japan�Philippines Manning Conference
共同声明

第１回、「日本―フィリピン マンニング・カンファレンス」の閉幕に当り、国際船員労務協会とPJMCC

（Philippine−Japan Manning Consultative Council, Inc．）は、次の通り声明を発表する。

１．現状認識

ここ数年の世界的な新造船発注の急増により、全世界の商船隊は急激に拡大し、２００５年末を基準に考

えた場合、２０１０年には３０％強の増加となることが見込まれている。とりわけ日本商船隊においては隻数

ベースで約４０％強の急増となる。

今や、安定した乗組員の確保は、日本商船隊の維持に留まらず、世界の海運サービスの健全な発展に

とって、きわめて重要な課題である。さらに、LNG船、プロダクトタンカー等に代表される特殊技術を

要求される船舶の増加も著しく、乗組員の海技スキルの向上もあわせて要請されるところである。

また、安定した船員配乗の基礎となるべき国際的労使協調関係も、その基盤となる IBF体制が、グロ

ーバル経済時代に相応しいものであるかどうか、怠り無く検証を続けていかなければならない。

２．国際船員の安定的供給を目指し、フィリピンにおける諸施策を推進

上記の現状認識に立ち、従来から取り組んできた船員供給の安定化と海員養成の高度化を更に加速す

る。具体的には、当面、全日本海員組合との協調関係をベースとして下記の諸施策を充実させることを

確認した。

（ア） 奨学生制度の拡充

現在、１２０名規模となっているMAAPの IMMAJ奨学生を、来年度は更に１６０名規模に拡大する。

また、同奨学生制度を他の商船大学等にも拡大し、フィリピンにおける安定的な船員供給システム

の一環として定着せしめることを検討する。

（イ） フィリピン海技試験制度の簡素化

フィリピン人船員の、海技資格の付与、昇格手続きの簡素化を企図した、いわゆる「Walk�in Ex-

amination」の推進を資金面ならびにノウハウ面で全面的に後援し、フィリピン人船員の昇進昇格の

効率化を通して、配乗の合理化を追求する。

（ウ） 船員福利厚生政策の更なる推進

従来から行ってきた各種船員アップグレード教育施設の充実、マリナーズホームの建設を初めと
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した福利厚生施設の建設運営等、IBF協約下での船員福利諸施策の更なる推進を通して、フィリピン

人船員の海技スキルならびにモチベーションの向上を図る。

３．安定した労使関係を目指して－IBF 体制の検証

安定した国際船員供給の基礎となるのは、安定した労使関係の構築にある。その意味で、IBF体制の果

たしてきた一定の役割に関しては、それを否定するものではないが、今一度、長期的な視野に立ち、グ

ローバル経済時代に相応しい、新しい国際船員労使関係の構築を目指す。

（ア） 公正な国際船員労使交渉の推進

今や、FOC船は先進国海運の基盤として、雇用形態、労働条件等、十分成熟したシステムとなっ

ている。その意味で、原始的な FOC船の有様を想定して起草された ITFの FOC Policyは時代遅れ

の感を否定できない。また、アジア人船員が世界外航海運の太宗となった今日、先進国、とりわけ

欧州船員の既得権益保護に大きく軸足を置いた Policyは、廃棄も含め、厳しく検証されて然るべき

ものと考える。

（イ） 受益船主国組合の役割の見直し

FOC船における、国際船員の労働条件は、実質船主国の船主団体と供給国組合の間で取り決めら

れるものであるべきであり、その中間に介在する、いわゆる受益船主国組合の役割は、最小限に止

められなければならない。受益船主国組合の優先交渉権の見直しと、新しい国際労使交渉の枠組み

に関する検討と提案を次期 IBFラウンドで行う。

（ウ）２００７年 IBF交渉に向けて

２００７年５月より始まる、IBF交渉においては、上記原則を踏まえた議論を粘り強く展開するととも

に、船員供給国の経済事情を無視した、強制要件としての最低賃金コンセプトの廃棄をはじめ、TCC

コンセプトに対する根源的（Radical）な見直しを要求する。また、港湾労組等の支援を得た荷役ボ

イコット運動は、対話による解決を追求する IBFの精神に大きく背違するものであり、その廃棄を

強く要求する。

４．日本、フィリピン協力関係の更なる強化を

船員の安定した供給システムは、一朝一夕にできるものではなく、長期的な観点から取り組まねばな

らないことは言うまでも無い。世界最大の船員供給国であるフィリピンを代表する船員配乗代理店協会

である PJMCCと、世界最大の海運国である日本を代表する国際船員雇用者団体である IMMAJは、従来

からパートナーとして日本商船隊の船員安定供給に寄与しながら、日本経済のみならず、世界経済発展

の基盤となる海運の人的なインフラを大きく支えてきた。

今、新造船の急増から派生する船員不足という喫緊の課題に対しては、問題の根源に迫る掘り下げと、

中・長期的な視点からの対応が要請されているとの認識を共有し、両者の友好関係を更に強化すること

は当然のことながら、後援を頂いた日本船主協会を始めとして、今回、本カンファレンスに参集を頂い

た両国官労使の関係者の皆様と緊密に連携をとり、互いにパートナーとして前向きに取り組むことを、

ここに宣言する。

２００６年１０月２７日

国際船員労務協会 PJMCC

会長 栢原 信郎 会長 エデュアルド・Ｅ・マネッセ
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欧州発着の不定期船へのEU競争法フル適用開始
―EU競争法見直し：不定期船部門―

本誌２００６年１０月号Ｐ．２４で報告の通り、欧州連合

（EU）は９月末、定期船同盟に EU競争法からの包

括適用除外を認める欧州理事会規則４０５６�８６の廃
止（別稿参照）と、EU競争法手続法の適用範囲を

不定期船分野に拡大する決定を行った。

この決定に従い、不定期船に対しては、０６年１０

月１８日から EU競争法の全面適用が開始された。

（定期船に関しては２年間の猶予期間あり）

同分野に関しては、従来から EU競争法の実体法

（EC条約第８１・８２条）は適用されていた（カルテ

ル行為等は禁止）ものの、競争法抵触行為に対す

る欧州委員会の調査・罰則等を定める手続法（欧

州理事会規則１�２００３）からは適用が除外（同規
則第３２条）されていた。このため、これまでは、

不定期船分野においては欧州委員会競争総局に取

締権限はなく、同分野に関する調査・罰金課徴等

は EU加盟各国が国内競争法に基づいて行えるに過

ぎなかった。

１０月１８日以降は、規則１�２００３第３２条が廃止され

るため、欧州発着の不定期船海上輸送に関して EU

競争法に抵触する行為が行われれば、他産業同様、

欧州委員会がフルに権限を行使することが可能と

なった。

一方、欧州委は、今後２年以内に定期船・不定

期船双方をカバーした EU競争法適用に関するガイ

ドラインを策定することとしており、２００７年秋頃

に案が公表される見通しである。

ガイドライン未策定の現時点で、欧州委が本格的

な調査や罰金課徴に向けて動き出す可能性は低い

と見られているものの、欧州に不定期船配船（タ

ンカー、バルカー、自動車、冷凍船等、定期船以

外のあらゆる外航海上輸送）を行う各社は、これ

を機に EU競争法の遵守につき再度確認する必要が

あるものと思われる。

EU競争法違反が確定した場合の罰金は、最大で

当該企業の全世界での売り上げの１０％である。

（企画部：山上）

当協会、EU同盟規則廃止後の定期船社の活動に関する
コメントを提出
―EU競争法見直し：定期船部門―

本誌２００６年１０月号 P．２４で報告の通り、欧州連合

（EU）は、定期船同盟に対して EU競争法の包括適

用除外を認める欧州理事会規則４０５６�８６（同盟規
則）を、２年間の猶予期間を経た０８年１０月１８日に

廃止することを決定した。

欧州委員会は、２年後の規則全廃までに海運分

野（定期船・不定期船）へのEU競争法適用に関する

ガイドラインを発行することとしており、ガイド

ライン案策定に先立ち、９月２９日に Issues Paper

を発行した。同 Paperは、０６年６月に ELAA＊が提

出した同盟制度廃止後の定期船社間の情報交換等

に関する提案（ELAA新提案）に対する欧州委の見

解がまとめられており、１０月３１日を期限として関

係者意見が求められた。

これに対し、当協会は、ELAA新提案を原案通り

認めることなどを求めるコメントを提出した。Is-

sues Paperおよび当協会コメントの概要は以下の

通り。

＊ELAA（European Liner Affairs Association）
EU競争法適用除外制度見直しを契機に、欧州発着の

定航船社が組織した対EUロビイング団体。現在の加盟
船社は邦船３社を含む２１社。本部：ブラッセル

●欧州委員会 Issues Paper（０６年９月２９日付）概要

�定期船市場は、構造上、談合を招きやすい市場
であり、過去にも共謀行為が行われてきた。
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�ELAA新提案の一部は競争制限的で許容できない。

現時点での分析結果は以下の通りであり、１０月

３１日を期限として関係者の意見を求める。

� EU競争法（EC条約８１条）違反となる内容

� 船舶供給予測

供給が逼迫するとの予測が出された場合、

運賃を高止まりさせる効果を有するため、

許容できない。

� 供給予測に基づく船社間のみでの意見交

換

参加船社の将来の行動を確定させる効果

があり、許容できない。信頼性あるサービ

ス提供との関係も明らかでない。

� CAF（通貨調整課徴金）算定

他の産業も通貨変動には対処してきてい

る。通貨変動に対する平均コストを公表す

ることは、荷主との交渉に際して船社同士

がシグナルを送ることとなり、荷主の利益

とはならず、許容できない。

� EU競争法に適合する可能性のある内容

� THC＊＊、BAF（燃料費調整料率）等のサ

ーチャージ類に関するデータ公表

燃料油価格、平均船型の燃料消費のよう

な公開された客観的なデータの作成であれ

ば問題ないが、平均コストの公表は競争法

上不可。ELAAの提案するターミナル費用の

各要素に関するデータ公表に関しては、関

係者の意見を求めたい。

＊＊THC（ターミナル・ハンドリング・チャージ）：
積み地あるいは揚げ地のコンテナターミナルで発

生するコンテナの取り扱い費用の一部を補填する目
的で設定された、船社が荷主に課徴する料金。

� 荷動きデータ

ELAAの提案する発着港湾別データは詳細

過ぎており、航路別・方向別が適当と考え

る。

	 消席データ

航路別・方向別のデータ収集は問題ない

が、ELAAの提案する毎月、８週遅れ（将来

的には４週遅れ）の四半期平均データを公

表すること（頻度等）が妥当かどうかにつ

いて、荷主の意見を求めたい。


 運賃指標

航路別・方向別の指標作成は問題ないが、

毎月、３～６ヵ月遅れの四半期データを公

表するという方式については、遅れと公表

間隔を拡大した方が船社の協調行為を引き

起こす可能性は低い。運賃指標が効率性向

上につながるかどうかにつき、特に荷主の

意見を求めたい。

� EU競争法に適合すると考えられる内容

� 独立したデータ収集機関

ELAAの提案する独立データ機関の設立は

適切。

 貿易関係者の forum開催

運賃や個別船社・荷主にかかる需給状況

等、商業上の問題が取り扱われない限り、

関係者および経済全体の利益につながり、

適切。

� 船社による団体（地域ごとの委員会含む）

結成

他の産業同様、定期船業界にも結成の権

利がある。

●当協会コメント（０６年１０月３１日付）要旨

�当協会は、船社間協定に対する独禁法適用除外
制度は世界各地で極めて適切に機能しており、

引き続き維持されるべきものと確信する。

�一方、当協会は欧州航路における絶対的な最低
線として、ELAA新提案を支持する。欧州委員会

は、最低でも ELAA新提案を原案通り承認し、

今後発表するガイドラインに同提案を盛り込む

べきである。これは国際礼譲、法的確実性、そ

して世界貿易全体にとっての利益につながる。

（全文は【資料】参照）

（企画部：山上）
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【資料】

２００６年１０月３１日

欧州委員会に提出

海上運送サービスに対するEU競争法の適用について今後発行される欧州委員会のガイド

ラインに関連し、船社業界との意見交換を通じて提起された論点（Issues Paper）に対

する日本船主協会コメント

海上運送サービスに対する EU競争法の適用について今後発行される欧州委員会のガイドラインに関連

し、船社業界との意見交換を通じて提起された論点（２００６年９月２９日付 Issues Paper）に対し、日本船主

協会は以下コメントを提出する。

１．Issues Paper

当協会は、Issues Paperの論調、即ち定期船市場が談合体質にあるとの見方は、ELAA提案の分析全体

に影響を及ぼす重大な誤りであり、遺憾に思うものである。業界の全ての関係者は、定期船市場が極め

て競争的であると認識している。更に、船社はこれまで法令を遵守してきており、今後もこれを続けて

いく所存である。

２．ELAA新提案

当協会は、船社間協定に対する独禁法適用除外制度は世界各地で極めて適切に機能しており、引き続

き維持されるべきものと確信するところであるが、一方、欧州航路における絶対的な最低線として ELAA

新提案を支持するものである。同提案は、欧州における今後の体制として実行可能な解決策を提示し、

サプライチェーンに関わる全ての関係者に利益をもたらすものである。

特に、当協会は：

－市況情報の交換制度は、業界の運営に不可欠な情報を供給し、世界貿易の発展を可能とするものであ

る。我々は、タイムリーな情報なくしては事業運営が不可能であると痛感している。

－船社および荷主への正確な需給予測の提供を確保するため、欧州航路に関するこれら比類ない情報を

活用すべきであり、そして

－貿易の発展を可能とするために需要に応じた供給（スペース）を確保するには、航路状況に関する協

議を行うことが必要である。このような協議は、船社と荷主の双方にとって共通の利益をもたらすも

のである。

３．ELAAによる顧客調査

当協会は、ELAAが一連の顧客に対し行った意識調査に注目している。この調査によると、ELAA新提

案に対して多くの支持が寄せられており、この点に関し、欧州委員会の注意を喚起したい。

４．結 論

ELAAは同新提案の競争促進効果を明らかにしており、いかなる反競争的効果に対しても適切な予防手

段を提示している。従って当協会は、欧州委員会に対し、絶対的な最終線として、ELAA新提案を原案通

り承認し、今後発表するガイドラインに同提案を盛り込むよう求めるものである。これは国際礼譲、法

的確実性、そして世界貿易全体にとっての利益にかなうものである。
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ILO 海事労働条約セミナーが開催される

国土交通省は、本年２月に採択された ILO（国際労働機関）海事労働条約について、ASEAN

（東南アジア諸国連合）各国による本条約の早期批准に向けた情報・意見交換を行うこと

が重要であるとの観点から、２００６年１０月３０日�、１０月３１日�の両日に東京の三田共用会議所

で ILO海事労働条約セミナーを開催した。

ILO海事労働条約は、これまで ILOで採択されてきた海事労働に関する６０を超える条約

もしくは勧告を現代的視野から整理統合し、更に IMO（国際海事機関）の関係条約の手法

である証書の発行や船舶検査の仕組みを取り入れることにより、実効性を高めたものであ

り、IMOの海上人命安全条約（SOLAS）、船員の訓練及び資格証明ならびに当直基準に関す

る国際条約（STCW）、海洋汚染防止条約（MARPOL）に続く第四の柱になると言われてい

る。

本セミナーには、ILOのドンビアヘンリー国際労働基準局長および ILO海事総会の政府

グループ議長を務めた中国政府の張交通部処長をはじめ、ASEAN各国（カンボジア、イン

ドネシア、ラオス、マレーシア、ミャンマー、フィリピン、シンガポール、タイ、ベトナ

ム）、フランス、韓国、パナマの政府関係者が参加したほか、民間機関からも、国際海運連

盟（ISF）、国際運輸労働者連盟（ITF）の両団体事務局も加わり、活発な意見交換が行われ

た。また、船社や労働組合などの関係者も会議の模様を傍聴し、約１４０名が参加するセミナ

▲ILO海事労働条約セミナーの模様
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ーとなった。当協会は、国土交通省の要請に応じて、本セミナーの準備段階から参画する

とともに、全日本海員組合と共同してセミナー開催の２日間の昼食会の提供を行った。

初日は ASEAN各国による条約批准に向けた取り組みに関するカントリーレポートが発表

され、２日目は海事労働条約の主なテーマである雇用条件、船舶所有者責任、社会保障、

検査について活発な議論が行われた。

今回のセミナーを通じ、本条約に対応するにあたっての各国の国内法の諸問題や、行政

における海運を担当する省庁と労働を担当する省庁との協調の難しさなど、今後検討する

べき点が洗い出され、これらを解決するにあたって国家間の協力や情報交換、ILOの技術支

援など国際的な連携が重要であることが認識された。

率直に言って、ASEAN各国の中には本条約の内容やその意義の理解が不十分と言わざる

を得ない国も見られたが、各国がその事実をセミナーを通じて認識できたことは、各国の

批准への大きな一歩となったと思われる。また、傍聴席には当協会からの呼びかけに応じ

て来日した台湾（ILO非加盟）の官労使の代表の姿も見られた。

ILO海事労働条約は、一般の ILO条約の批准状況に象徴されるように、その取り組み姿

勢は欧州諸国が先行しているが、今回のセミナーは ASEAN各国において、この条約の取り

組みを促進させる上で建設的な情報・意見交換の場となった。ASEAN各国をはじめとする

アジア諸国は日本の船主に関係する国も多く、今後の動向には当協会として注視してゆき

たい。 （海務部：松浦）

▲ドンビアヘンリー ILO国際基準局長他セミナー参加者
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豪州海事局とのポートステートコントロール
に関する意見交換会が実施される

２００６年１０月１６日、当協会の海務幹事会は Australian Maritime Safety Authority（豪州海事局：AMSA）

のポートステートコントロール（PSC）※１を統括するMick Kinley氏（General Manager）と意見交

換会を行いました。

会合は Kinley氏よりAMSAで行う PSCについて、受検者側である日本船主の意見・要望等を聞き

たいとして実現したもので、東京MOU※２事務局から企画課長の寧正（ニンツェン）氏も同席しま

した。

会合では当協会側から、入港時、乗組員は様々な官憲対応や荷役、整備など本船作業をする中で

PSCにも対応しなければならず乗組員の労務負担が大きいことについて配慮を求める声、整備不良

等で拘留された船舶情報がインターネットで公開される事は会社が対策を講ずるための良い参考事

例である事などの声があがりました。

これに対して Kinley氏は、PSCが乗組員に及ぼす労務負担について理解を示し、より良い PSC

のあり方に向けて努力している旨回答をした上で、船主に対して特に船舶の救命設備の整備および

船員への指導を確実にして欲しいとの要請を行いました。また、ILO海事労働条約の発効の際には、

PSCでは労務管理についても検査する必要が生じることとなるが、その準備は東京MOUを中心に

行っているとの説明がありました。

会合は Kinley氏から今後も貴重な意見を是非聞かせて欲しいとの言葉を以って終了しました。

（海務部：平尾）

※１ ポートステートコントロール：寄港国が入港した外国籍船舶に対し、その構造・設備や乗組員の資格等が国

際条約に適合しているか確認する検査。

※２ 東京MOU：PSCに関する地域的な国際協力体制を確立する目的で、１９９３年に「アジア太平洋地域における

PSCの協力体制に関する覚書（Memorandum of Understanding on Port State Control in the Asia�Pacific Region）」

が関係国の間で合意されて発足した PSC実施体制。東京MOUには我が国や、オーストラリアのほかアジア太

平洋地域の１８カ国が参加している。

▲左：豪州海事局・Mick Kinley氏、右：東京MOU・寧正氏 ▲意見交換会の模様
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トン数標準税制導入に向けた決議を採択
―海事振興連盟平成１８年度通常総会の模様―

超党派の国会議員および海事産業界等で構成する海事振興連盟（関谷勝嗣会長）は、去る１０月１２

日、平成１８年度の通常総会を開催し、来年度の予算および事業計画を策定するとともに、海事産業

界が抱える諸課題への対応等を取りまとめた１１項目からなる決議を採択した。

決議の中で外航海運関係については、トン数標準税制の導入、外航船舶の特別償却制度および国

際船舶に係る固定資産税の特例措置の堅持、が第１番目の項目に盛り込まれた。

また、来賓の冬柴鐵三・国土交通相は挨拶のなかで、トン数標準税制の実現に向け、海事振興連

盟と事業者が協力して対応するとともに、国交省としても強く主張していく旨述べられた。

総会後引き続き開催された海事関連団体との懇談会におい

ては、はじめに各団体より直面している諸課題への対応等に

つき要望があり、これに対し出席の国会議員からは様々な意

見が出された。また列席の冨士原康一・国土交通省海事局長

からは現状などにつき説明があった。

懇談会において当協会・鈴木邦雄会長は、平成１９年度税制

改正について概要次の通り発言した。

「わが国の海運税制は、トン数標準課税制度を採用している

諸外国の海運税制に比べてはるかに見劣りしているのが現状

である。わが国外航海運が今後も安定的な輸送を提供し、国

民経済へ貢献し続けていくためには、諸外国海運と同等の競

争条件を確保することが不可欠であるといえる。そのために

も早期にトン数標準税制を導入するとともに船舶特別償却制度の延長・恒久化および船舶に係る固

定資産税の廃止等をお願いしたい。」

当協会は、今後もトン数標準税制をはじめとする海運政策の実現に向け、機会を捉え適切に対応

していくこととしている。 （企画部：植村）

▲総会で発言する当協会鈴木会長

▲海事振興連盟平成１８年度通常総会の模様
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日本経団連（以下「経団連」）では、２００３年１０月

に企業行動委員会と社会貢献推進委員会の合同部

会として社会的責任経営部会を設置し、社会的責

任経営のあり方を総合的に検討している。ここで

は、国際標準化機構（ISO）における社会的責任の

規格作りの状況も合わせ、経団連の CSRに関する

取り組みについて報告する。

〇「CSR推進ツール」を作成

経団連では２００４年に「企業行動憲章」と「実行

の手引き１」を CSRの視点を盛り込む形で改定を

行った。その結果、「実行の手引き」は CSR活動の

指針ともいえるガイドブックとなったが、企業の

担当者からはさらに次のような意見が寄せられた。

◆「実行の手引き」では、CSR活動における諸課

題が「企業行動憲章」の条文に沿って整理され

ている。これを CSRで注目されている「コンプ

ライアンス・企業倫理」「情報」「人権・労働」

などの課題分野と、「消費者・顧客」「取引先」

「株主」などのステークホルダー毎に分類すれ

ば、企業が取り組む分野をより明確に把握でき

るのではないか。

◆「実行の手引き」だけでなく、各種評価機関か

ら寄せられるアンケート調査項目なども踏まえ

て諸課題を整理できれば、より効果的ではない

か。

◆CSR活動を実践する際に参照できる企業の実例

集があれば、日本のあらゆる企業の CSR推進に

役立つのではないか。

「企業行動憲章」と「実行の手引き」の改定で中

心的な役割を果たした社会的責任経営部会は、こ

うした意見に対応すべく、約１年にわたって検討

を進め、２００５年１０月に「CSR推進ツール」を完成

させた。

同ツールは、「CSR主要要素のマトリックス」と

「CSR主要項目と参考事例」の２つから成る（図

参照）。「CSR主要要素のマトリックス」は、課題

分野を縦軸に、ステークホルダーを横軸に取って、

CSRを推進する上での課題を整理したものである。

企業はこのマトリックスを用いることで、幅広い

視野から課題を確認することができる。なお、課

題の整理は、「実行の手引き」だけでなく、各種評

価機関から寄せられるアンケート調査項目なども

踏まえている。

「CSR主要項目と参考事例」は、「CSR主要要素

のマトリックス」で整理された諸課題を、企業が

どう実践しているかを示した実例集である。社会

的責任経営部会の関係企業から、合計３０４事例が収

集されている。事例は、大企業の先進的なものか

ら、多くの企業で実践されている一般的な事例ま

で、幅広く集められているため、規模・業種を問

わずあらゆる企業が参考にすることができる。

社会的責任経営部会は、事例をさらに充実させ

るなど、「CSR推進ツール」がより使いやすいもの

となるよう今後も検討を行っていく。なお、この

ツールは、経団連のホームページよりダウンロー

ドが可能なので、ぜひご参照いただきたい２。

この他、経団連では２００５年３月から４月にかけ

て、CSRに関するアンケート調査を初めて実施し

た。これは、経団連会員企業の CSR活動の現状や

今後の方向性を把握する目的で、社内体制の整備、

日本経団連のCSRに関する取り組み
―「CSR推進ツール」とISOにおける規格化作業への積極的な参画

日本経団連 社会第二本部長 斎藤 仁
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報告書作成状況、取り組み分野など CSRに関する

諸項目を調査したもので、５７２社から回答があった

（回答率４３．２％）。日本船主協会でも同様のアンケ

ートを実施され、その結果は本誌５月号に記載さ

れているが、経団連会員企業の調査結果と比較い

ただき、参考としていただければ幸いである３。

〇 ISOにおけるSR（社会的責任）規格化作業へ

の積極的な参画

経団連は、CSRをめぐる国際的な動向を的確に

把握し、日本産業界としての考え方を世界的な議

論の場に反映していくことが重要であると考えて

いる。

ISOでは現在、２００９年１月の公表に向け、SR

に関するガイダンス規格「ISO２６０００」の策定作業

が進められているが、経団連は、ワーキンググル

ープ（WG）に３名の専門家を派遣するなど、これ

に積極的に対応している（「CSR」でなく「SR」と

しているのは、この規格が、企業だけでなく、政

府、労働組合、消費者団体、NGOなどを含めたあ

らゆる組織に適用されるため）。

当初日本産業界は、SRのように、多様性があっ

て、各組織が自主的に取り組む性格のものは ISO

になじまないとして、規格化に反対してきた。し

「CSR主要要素のマトリックス」（一部）

基 本 原 則 消費者・顧客 取 引 先

��コンプライアンス
企業倫理

○企業倫理の徹底を図る。
○法令を遵守する。

○公正取引�競争の徹底
○消費者関連法令の遵守

○下請法を遵守した公正
な取引
○倫理観を持った公正な
購買活動の実施
○知的財産権の尊重

��情 報 ○ステークホルダーに適
時適切に情報を開示す
るとともに、対話チャ
ネルを充実する。

○情報を適切に管理する。

○顧客対応に関わる情報
の提供

○製品�サービスに関す
る適切な情報の提供

○コミュニケーションの
促進

○プライバシーの保護

○経営理念、行動規範の
周知
○調達方針、調達手続き
の明示
○コミュニケーションの
促進

��安全と品質 ○高品質かつ安全な製品
�サービスを、安全な
方法で生産�提供する。

○高品質かつ安全な製品
�サービスの提供

○安全と品質に関する要
求事項の明確化

「CSR主要項目と参考事例」（「�情報」・「取引先」の部分）

主 要 項 目 参 考 事 例

経営理念、行動規範
の周知

●経営理念、行動規範を
取引先に周知する。

●サプライヤーが、関連法令の遵守、人権尊重、環境
保全などに関するグループの基本方針を理解し実践
するため、「サプライヤー行動規範」を制定（ソニー）

調達方針、調達手続
きの明示

●調達方針（購買基本方
針）を公表する。

●調達方針を制定し、ホームページなどで公開。
●取引先に対する説明会を実施。

コミュニケーション
の促進

●サプライヤーミーティ
ングを開催する。

●サプライヤーミーテング等を定期的に実施し、調達
や法遵守についての確認を行う。

●仕入先に対する説明会を開催し、グリーン調達の方
針を説明。

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
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かし、２００４年６月に、途上国の多数の賛成を背景

に、規格づくりに着手することが決定したことか

ら、経団連は、企業にとって不都合な規格となら

ないようにするため、積極的に関与している。

規格化作業は、２００５年３月のWG第１回総会

（ブラジル・サルバドール）以降本格化し、同年

９月の第２回総会（バンコク）では、規格の骨格

と前提条件を定めた設計仕様書（DS）が採択され

た。この設計仕様書に基づく第１次作業文書（WD

１）は本年４月に作成され、その内容は、５月の

第３回総会（リスボン）で検討された。

現在は、１０月に作成された第２次作業文書（WD

２）へのコメント提出期間（～１２月４日）となっ

ており、そのコメントを踏まえたWD２の検討が、

来年１月２９日からシドニーで開催される第４回総

会で行われる。

経団連は、これら一連の動きに対応するため、

社会的責任経営部会の下に ISO対応チームを設置

し、これまで５０回を超える会合を開催して議論を

重ねてきた。WD２へのコメント作成作業も、現在

急ピッチで進めている。

経団連としては、日本企業の長年にわたる実績

や知見を踏まえ、途上国や中小企業も含めた全て

のステークホルダーにとって、実用的で使いやす

いガイダンス規格とすることを目指している。

また、SRは、各組織がその必要性を理解し、自

主的に取り組む性格のものであることから、「ISO

９０００」や「ISO１４０００」でおなじみの第三者認証が

組み込まれることや、第三者認証に繋がりかねな

いマネジメントシステム規格（MSS）的アプロー

チに対し、特に注意して対応している。

その結果、WD２においては、規格の取扱範囲を

定めた「適用範囲」に、「適合性評価（第三者認証）

を目的としない」「MSSとしない」「（企業を狙い撃

ちするのではなく）あらゆる組織を対象とする」

との前提条件が盛り込まれている。

今後も、経団連は、第三者認証に繋がる要素を

排除する一方で、途上国や中小企業にも役立つ、

シンプルで実用的なガイダンス作りに引き続き尽

力していきたいと考えている。

１ 「企業行動憲章」は、http：��www.keidanren.or.jp�japa-

nese�policy�cgcb�charter.html、「実行の手引き」は、http

：��www.keidanren.or.jp�japanese�policy�cgcb�tebiki.

pdfを参照。

２ 「CSR推進ツール」は、http：��www.keidanren.or.jp

�japanese�policy�csr�tool.pdfを参照。

３ 調査結果は、http：��www.keidanren.or.jp�japanese

�policy�２００５�０６６．pdfを参照。
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☆せんきょうCSRキャンペーン☆
近年、海運業界のみならず各企業においてCSR（Corporate Social Responsibility：企業の社会的責任）への
取組み・重要性が高まりつつあります。この現状を踏まえ、当協会では会員企業各社におけるCSR活動の参考とな
ることを目的に、取組み実態アンケートを行うとともに、本誌上にて先進的に対応する企業等の事例をご紹介して
います。（今回で最終回となります）
＜記事一覧＞
２００６年５月号 CSRに関する当協会会員アンケート結果
同 ６月号 株式会社商船三井 同 ９月号 飯野海運株式会社
同 ７月号 日本郵船株式会社 同 １０月号 新和海運株式会社
同 ８月号 川崎汽船株式会社 同 １１月号 日本経団連

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
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教えてくれたといっても、宮中の料理人（渡辺

誠氏・宮内庁管理部大膳課９６年退官）と面識があ

る訳ではありません。その方が書かれた専門誌を

読んで教えられたことです。私のような職業をし

ていますと料理やマナー関係など何でも判ってい

ると思われがちですが、とんでもないことです。

知らないことばかりです。その方の宮中の正餐と

言う記述があり、その中で私が、そう云う事だっ

たのか！ と思ったことを書かせていただきます。

まずは乾杯から

ルーツはキリスト教の儀式。半分は神で半分は

悪魔である聖水を飲む時に、音を出して悪魔を祓

うのだそうです。乾杯でグラスをぶつけ合う習慣

も、恐らくこの悪魔祓いの儀式に由来しているの

ではないかということです。ビストロなどのカジ

ュアルな店では、あちらこちらから乾杯する音が

聞こえてきて楽しいのですが、正餐では乾杯はし

ません。音を出すのが下品とかではなく、正餐で

使われるグラスは非常に繊細なカットを施したグ

ラスで、乾杯をしますとヒビが入ってしまったり

するようなデリケートなもの（カットの施されて

いる部分はパラフィン紙１枚の薄さ）なのです。

ですから衝撃に大変弱いので、乾杯でグラスをぶ

つけ合ったりしますとあちらこちらでワインが噴

き出し大変なことになります。

ではフォーマルな乾杯とはどうすれば良いので

しょう。調べましたところグラスを顔の前にかざ

し、視線を相手に向けて軽く会釈をするような感

じで少し頭を下げる。ただ、これが結構難しく、

真似をしようとしますとグラスが視線の邪魔をし

て前方が見えなくなりますし、相手の視線も遮る

ことになりますので相手に失礼にあたる。美しい

乾杯をしたいなら、だいたい顔の前辺りという大

まかな位置を目安にするのが宜しいそうです。

正餐では、ワイングラスを持ち上げて色を見る

のも止めたほうが良いようです。色を確かめるの

は本来ソムリエの役目だからです。そもそもグラ

スに何故カットが施されているのかといいますと、

ロウソクの光が揺らぎながらグラスに差し込んだ

時、カットを通してワインの色が純白のテーブル

クロスに映るように工夫されてのことだそうです。

ヨーロッパの旧家では、燭台の高さに合わせてそ

の家のグラスの角度や彫り方が決まるという、い

かにきれいにワインの色を反射させるか細かな神

経を払うそうです。

出来事から思うこと ～On the Promenade Deck vol.3

『宮中の料理人が
私に教えてくれたこと』

パレスホテル 海運クラブ営業所 支配人

平山 章
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一方、香りを嗅ぐのは失礼にあたらないどころ

か、礼儀の一つになっているそうです。

ヨーロッパの旧家ではその家独自のブレンドを

したり、特定の畑のブドウしか使わないとか、ワ

インに並々ならぬこだわりを持っている家が多く、

それを誉めるために生まれた礼儀だそうです。と

いってもグラスを回すと粗相をする恐れがありま

すので、口に含みワインを揺り起こして飲み込み、

鼻から息を抜くという要領でアロマを楽しむのが

良いようです。

でも我々が普通レストランに行った時は、つい

ついグラスを持ち上げて見てしまいますね。これ

はあくまでも正餐の時のことですので、固くお考

えにならないでください。そのような事にこだわ

り過ぎますと、せっかくのお料理が不味くなって

しまいます。

次にシャンパン

シャンパンの善し悪しは糖度の低さと共に、い

かに発泡が長続きするかで決まります。その泡を

見るためにフルート型が発達したのだそうですが、

このグラス製造が難しく壊れやすいため、米国で

口の広い平型グラスが流行し、今では晩餐会も平

型だそうです。

しかしホテルや一般の

レストランでは、今でも

フルート型で提供してい

るところが多く見られま

す。パレスホテル本社の

レストランもフルート型

が主流です。やはり見た

目がオシャレですから特

に女性客にはフルート型

が好まれるようです。

次にナプキン

ナプキンのルーツを辿

れば、それはテーブルク

ロスです。１３世紀に貴族の特権として純白のテー

ブルクロスの使用が認められ、一般市民には法律

で禁じられていた頃、彼らは悠々とクロスの裾を

たくし上げ、襟元やベルトの部分に差込み、服が

汚れるのを防いでいたのです。それが時代の流れ

とともに分離して、ナプキンという形になったと

されています。ただ、クロスを差込んだ事を忘れ

たまま中座したら大変だったでしょうね！

これが１６世紀になると、フランスの上流社会で

は、ナプキンを首に巻きつけ両側から広げて下げ

るのが当たり前になりました。１７世紀では、貴族

の胸元に家柄や財産などの象徴として宝石や勲章

が飾られましたが、首からナプキンを下げていて

はせっかくの宝石が隠れてしまうのでナプキン留

めの役割をする宝石によるブローチが誕生しまし

た。しかし、所詮ブローチは貴族の持ち物。一般

社会ではブローチは省かれ、襟元から斜めにナプ

キンを下げる方法が広まり、作法の基本を形作り

ました。

このように、物事は連鎖反応のごとく流行って

は廃り、廃っては流行るのですが、現在のマナー

ではナプキンは半分に折って膝の上に置くのが基

本で、襟元から下げるのは老人と子供だけに許さ

▲ロビー・クローク（海運ビル１F）

26●せんきょう Nov 2006



れるようになりました。しかし、例えばシルクの

ドレスを汚したくなければ襟元から斜めに下げる

のはおかしなことではないですし、第２ボタン付

近にナプキンを挟んでネクタイを守ってもマナー

違反ではないそうです。そうですよね、お気に入

りの洋服やネクタイを汚したら悲しいですからね！

ナプキンの大きさですが正餐では７５センチ角、

ホテルや一般のレストランでは５５センチ角が多く

使われています。そして合理的にナプキンを使う

方法は折り目を手前にして膝に置き、口を拭って

汚れた部分を少しずつ内側に織り込んでいく。中

座するときは椅子の上に置き、デザートまで終わ

りましたら軽くたたんでテーブルの上に。これで

終了です。

乾杯から始まりナプキンまで途中大分スキップ

しましたが、その他、書きたい話は色々あります

が、まだまだ知らないことも多く、今後も私なり

に勉強していきたいと考えています。

大航海時代の貴族は料理を手で食べていたと当

時のマナー本に書かれていることから、マナーは

どんどん進化していますので、私としましてはマ

ナーとは本来、周囲の方々に不愉快な感じを与え

なければ、それでいいのではないかと思う今日こ

の頃です。

＊ ＊ ＊

海運クラブ http：��www.kaiunclub.org�

“出来事から思うこと～On the Promenade Deck”は、客船に乗船し、船上で出会った人は、

普段接する機会のない世界の人でした…とのイメージで、業界外のその道の専門家に職務や出

来事を通して思ったこと、感じたことを自由にお話しいただき、異業種や異分野における見方

や価値観を探るコーナーです。

▲業界人が集う海運クラブ。一般の方々にも利用されている（海運ビル３F）
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９
〜
１３
日

IMO第５５回海洋環境保護委員会（MEPC５５）が

ロンドンにて開催された。

（Ｐ．２海運ニュース参照）

１３
日
日本と英国の海事当局者が協力関係を深める

こと等を目的とし定期的に行われる日英海事

政策対話の第４回会合が開催され、トン数標

準税制など海事政策全般について日英両国の

海事局長による意見交換が行われた。

１６
〜
２０
日

IMO第９２回法律委員会（LEG９２）がパリにて

開催された。

（Ｐ．７海運ニュース参照）

２２
日
パナマ運河拡張計画の是非に関する国民投票

がパナマで行われ、計画が可決された。

２３
〜
２７
日

１９９２年 IOPC基金第１１回総会等がロンドンにて

開催された。

２５
日
当協会と全日本海員組合は第９回船員・船籍

問題労使協議会を開催した。

（Ｐ．９海運ニュース参照）

２５
日
国土交通省は、海上輸送モーダルシフト推進

検討会の第１回会合を開催した。

２６
〜
２７
日

国際船員労務協会は、世界最大の船員供給国

であるフィリピンの船員配乗業務団体である

Philippine�Japan Manning Consultative Coun-

cil, Inc（PJMCC）と共催で「船員安定供給へ

の挑戦」をテーマにした日本－フィリピン

マンニング・カンファレンスを東京にて開催

した。当協会も後援者として参加した。

（Ｐ．１０海運ニュース参照）

３０
〜
３１
日

国土交通省は、本年２月に採択された ILO

海事統合条約批准の促進に向けたアジア各国

の情報・意見交換を目的とした海事労働条約

セミナーを東京にて開催した。

（Ｐ．１８囲み記事参照）

２２００００６６年年
1100月月
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公布法令（１０月）

� 海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律

施行令の一部を改正する政令（政令第３２８号、

平成１８年１０月１２日公布、平成１９年１月１日施行）

� 海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律

施行規則等の一部を改正する省令（国土交通

省令第１０２号、平成１８年１０月１８日公布、平成１９

年１月１日施行）

船船協協だだよよりり

せんきょう Nov 2006●29



１．わが国貿易額の推移 （単位：１０億円）

年 月 輸 出
（FOB）

輸 入
（CIF） 入�▲出超

前年比・前年同期比（％）

輸 出 輸 入

１９９０
１９９５
２０００
２００２
２００３
２００４
２００５

２００５年１０月
１１
１２

２００６年１月
２
３
４
５
６
７
８
９

４１，４５７
４１，５３０
５１，６５４
５２，１０９
５４，５４８
６１，１７０
６５，６６２

５，９１０
５，９１５
６，３４０
５，００８
５，８５０
６，８１６
６，１２９
５，７０４
６，２７１
６，３２１
６，１４１
６，８３２

３３，８５５
３１，５４８
４０，９３８
４２，２２８
４４，３６２
４２，２１７
５６，３８１

５，０９２
５，３１９
５，４２８
５，３６２
４，９０３
５，８４８
５，４７９
５，３２３
５，４６５
５，４６３
５，９４６
５，８２１

７，６０１
９，９８２
１０，７１５
９，８８１
１０，１８６
１１，９５３
８，７８２

８１８
５９６
９１２

▲３５３
９４７
９６８
６５０
３８１
８０５
８５８
１９５

１，０１１

９．６
２．６
８．６
６．４
４．７
１２．１
７．３

８．０
１４．７
１７．５
１３．５
２０．７
１８．０
１１．３
１８．９
１４．５
１４．２
１７．６
１５．３

１６．８
１２．３
１６．１
▲０．４
５．１
１０．９
１５．６

１７．９
１６．７
２７．４
２７．０
３０．３
２５．３
２０．２
１８．０
１８．３
１６．９
１６．２
１６．９

（注） 財務省貿易統計による。

２．対米ドル円相場の推移（銀行間直物相場）

年 月 年間）平均月間 最高値 最安値

１９９０
１９９５
２０００
２００１
２００２
２００３
２００４
２００５

２００５年１１月
１２

２００６年１月
２
３
４
５
６
７
８
９
１０

１４４．８１
９４．０６
１０７．７７
１２１．５３
１２５．２８
１１５．９０
１０８．１７
１１０．１６

１１８．４１
１１８．６４
１１５．４５
１１７．８７
１１７．３１
１１７．１３
１１１．５１
１１４．５３
１１５．６５
１１５．８８
１１７．０１
１１８．５９

１２４．３０
８０．３０
１０２．５０
１１３．８５
１１５．９２
１０７．０３
１０２．２０
１０２．１５

１１６．５５
１１５．７２
１１４．１０
１１６．２５
１１５．８２
１１４．３０
１０９．５０
１１１．６５
１１３．６５
１１４．４４
１１５．８５
１１７．４２

１６０．１０
１０４．２５
１１４．９０
１３１．６９
１３４．６９
１２０．８１
１１４．４０
１２１．３５

１１９．８３
１２１．３５
１１７．７１
１１８．９５
１１８．８６
１１８．６７
１１３．６５
１１６．５４
１１７．２５
１１７．３２
１１７．９３
１１９．５１

３．不定期船自由市場の成約状況 （単位：千M�T）

区分

年次

航 海 用 船
定 期 用 船

合 計 連続航海 シングル
航 海

（品 目 別 内 訳）

石 炭 穀 物 砂 糖 鉱 石 スクラップ 肥 料 その他 Trip Period

２０００
２００１
２００２
２００３
２００４
２００５

２００６ ２
３
４
５
６
７
８
９
１０

１４６，６４３
１５４，００５
１３２，２６９
９９，６５５
８３，３９８
７４，４０２

７，７１２
８，１１９
８，３８１
９，８５８
４，６７５
４，３１７
５，１０７
７，３１２
６，９９２

２，１８２
３，０６３
９７８

１，３２０
２，４１４
２，１４５

４４
３００
０

３００
０
０
０
０
０

１４４，４６１
１５０，９４２
１３１，２９１
９８，３３５
８０，９８４
７２，２５７

７，６６８
７，８１９
８，３８１
９，５５８
４，６７５
４，３１７
５，１０７
７，３１２
６，９９２

４６，５４９
５２，３２４
４３，４０６
３０，７２２
３１，８７５
２８，５６６

２，２９５
２，０４５
２，２０５
３，０４５
９７０

１，５８０
８５７

１，４８５
１，５５０

２６，１４７
１６，７８９
１５，１８２
６，０９７
５，６２１
３，７６０

２９０
２１６

１，２７７
３４７
９５
１７
０

２８５
５３４

４，５７６
７，２８８
５，８５３
３，６５７
７００
１６２

０
１４７
８０
１４
０
０
０
２８
０

６７，４３１
７２，１７７
６５，１０５
５７，００１
４１，３９４
３９，１０５

５，０８３
５，４１１
４，７５５
６，０９０
３，６１０
２，７１５
４，２５０
５，４８０
４，８５８

１９８
４７２
４４２
２４８
５９６
２４７

０
０
０
０
０
０
０
０
０

１８２
９７８

１，０５４
４３８
６９０
３３１

０
０
６４
６１
０
６
０
９４
５０

１，５５１
９１４
２４９
１７２
１０８
８６

０
０
０
０
０
０
０
０
０

１７０，０３２
１５０，１５４
１８４，８９０
２０８，６９０
２５０，３８６
２８９，２１６

２８，２３０
３９，９３１
２８，６３３
３２，３９２
２６，５６３
２０，５８８
２０，１６２
２４，４１６
２５，６７９

４５，０２１
３８，４５５
５０，４７４
８１，７２１
５９，９０６
５３，２３４

８，２８２
７，９５７
５，３４６
７，９８６
１２，１４０
１１，１３２
１６，１４３
９，３６１
６，４５０

（注） �マリタイム�リサーチ社資料による。�品目別はシングルものの合計。�年別は暦年。

海運統計
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４．原油（ペルシャ湾�日本・ペルシャ湾�欧米）

月次
ペルシャ湾�日本 ペルシャ湾�欧米

２００４ ２００５ ２００６ ２００４ ２００５ ２００６
最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

１５２．５０ ８７．００
１５９．００１０２．５０
１１７．５０ ７０．７５
１１０．００ ７７．５０
１２５．００ ７１．２５
１３５．００１１４．００

１４８．００１２０．００
１２１．００ ９７．５０
１５７．５０ ８３．５０
２９０．００１５６．００
３５０．００２６５．００
３１０．００ ８５．００

８５．００ ５９．５０
１６７．５０ ７５．００
１３７．５０ ７５．００
９６．００ ８０．００
９０．００ ６２．５０
６７．５０ ５２．５０

１０２．００ ７３．７５
７２．５０ ５６．５０
１０２．５０ ６２．５０
１２５．００ ９０．００
２１６．００１３５．００
１７２．５０１１０．００

１８０．００ ８０．００
１５０．００１００．００
１０６．５０ ６６．５０
６８．００ ５０．００
７７．５０ ６７．５０
１３０．００ ８２．００

１３０．００ ９１．００
１３０．００ ９０．００
１１５．００１０５．００

１２７．５０ ８２．５０
１３２．５０ ８７．５０
１１２．５０ ６０．００
８７．５０ ６７．５０
１００．００ ６９．５０
１１２．５０ ８７．５０

１２３．００ ９５．００
１０２．５０ ８７．５０
１４５．００ ７５．００
２２５．００１１７．５０
２５５．００１６７．５０
２２５．００ ９７．５０

７７．００ ６２．５０
１４０．００１１２．５０
１０２．５０ ７５．００
９０．００ ７２．５０
８８．２５ ６２．５０
６１．２５ ５０．００

８５．００ ６２．５０
６７．５０ ６０．００
１０２．５０ ６５．００
１２０．００ ８７．５０
１７０．００１３０．００
１４５．００１００．００

１２０．００ ７５．００
１２５．００ ８５．００
９５．００ ５７．５０
６７．５０ ５５．００
８５．００ ５５．００
９７．５０ ７０．００

１０２．５０ ８０．００
１００．００ ８５．００
１０７．５０ ８５．００

（注） �日本郵船調査グループ資料による。 �単位はワールドスケールレート。 �いずれも２０万D�W以上の船舶によるもの。
�グラフの値はいずれも最高値。

原油（ペルシャ湾�日本・ペルシャ湾�西欧） 穀物（ガルフ�日本・ガルフ�西欧）

５．穀物（ガルフ�日本・ガルフ�西欧） （単位：ドル�トン）

月次
ガルフ�日本 ガルフ�西欧

２００５ ２００６ ２００５ ２００６
最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

６０．５０ ５９．７５
―
―
―
―
―

３７．７５ ３７．５０
―
―

４７．５０

３７．４５
―
―
―
―
―

―
―
―

―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―

―
―
―

（注） �日本郵船調査グループ資料による。 �いずれも５万D�W以上８万D�W未満の
船舶によるもの。�グラフの値はいずれも最高値。
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Clean

石炭（オーストラリア�西欧）・鉄鉱石（ブラジル�中国・ブラジル�西欧） タンカー運賃指数

６．石炭（オーストラリア�西欧）・鉄鉱石（ブラジル�中国・ブラジル�西欧） （単位：ドル�トン）

月次
オーストラリア�西欧（石炭） ブラジル�中国（鉄鉱石） ブラジル�西欧（鉄鉱石）
２００５ ２００６ ２００５ ２００６ ２００５ ２００６

最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低
１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

―
―

２７．００
―
―
―

―
１３．６０
―

２１．５０

１８．４５ １６．２０
―
―
―

１８．７５
―

―
１９．１０

４０．００ １２．５０
３６．００ ３３．００
３９．２５ ３４．７５
３８．５０ ３４．００
３３．４０ ２１．５０
２１．５０ １６．６８

２３．５０ １９．００
２４．５０ １７．５０
２９．５０ ２６．００
３４．００ ２７．６３
３２．００ ２３．４８

２３．５０ １９．７０
２４．９９ ２１．００
２６．７５ １８．５０
２４．００ ２０．９０
２４．３０ １９．７０
２５．７５ ２２．００

３２．２５ ２３．７５
３７．００ ３１．００
３６．００ ２８．５０

１９．７５ １６．００
２２．００ １７．２５

１６．２０
２４．２５ ２２．７５
２０．５０ １３．２５
１１．２５ １０．００

１１．５０ ９．２５
１２．１５ １０．３０

―
１８．５０ １５．８０

１４．００

１１．００ ８．７５
１２．５０
―

１１．２５ ９．８５
１１．５０ １０．５０

１２．７０

１５．４０
１３．１０

２０．２５ １７．９０

（注） �日本郵船調査グループ資料による。 �いずれもケープサイズ（１４万D�W以上）の船舶によるもの。
�グラフの値はいずれも最高値。

７．タンカー運賃指数

月次
タ ン カ ー 運 賃 指 数

２００４ ２００５ ２００６
VLCC 中 型 小 型 Ｈ・Ｄ Ｈ・Ｃ VLCC Suez Afra Handy Clean VLCC Suez Afra Handy Clean

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

１３３
１３２
１３２
９６
９５
１１９

１２７
１０７
１０３
１９５
２７６
２１６

２５０
１７８
１５３
１４１
１３７
１４９

１５６
１５５
１５４
２８５
３４２
２４０

２８９
２１５
１８２
１４０
１６４
１９３

１８７
１６９
１６３
３５５
３７４
２６８

３８６
３５５
２３８
２０４
２０１
２３３

２４３
２１９
２２９
３２０
４３３
３７８

２８７
３２６
３２３
２１０
２３５
２５６

２４０
２１７
２２６
２６３
３９０
３６７

８０
１３５
９６
８５
７５
６１

８３
６９
８２
１０９
１７９
１４９

１７０
１６５
１６２
１２４
１３７
１２６

１０８
１０７
１２０
１８６
２２５
２５７

２１０
１８１
１９５
１５７
１９１
１５７

１４４
１３３
１５４
１４９
２６９
２５７

３０７
２３３
２５５
２１２
２７１
２６７

２４８
１９０
２４４
３７６
３５８
２８６

３２２
２６７
２８９
２７４
２５３
２５３

２４３
２１１
３５０
３８５
３１２
２８４

１１２
１１６
８６
６３
７９
１００

１１４
１１４
１０９

１６３
１６８
１２７
１０８
１３２
１３８

１４８
１７１
１３９

１９３
１７６
１６３
１３３
１５８
１４９

１７３
１７０
１４０

３１４
２６７
２０４
２０８
２１７
２２５

２３２
２３１
２１２

３４２
２８２
２２５
２１３
２４１
２３３

２７１
２６６
２３４

平均 １４４．３ １９５．０ ２２４．９ ２８６．６ ２７８．３ １００．３ １５７．３ １８３．１ ２７０．６ ２８６．９
（注） �２００３年までは「Lloyd's Ship Manager」、２００４年からは「Lloyd's Shipping Economist」による。�タンカー運賃はワー

ルドスケールレート。�タンカー運賃指数の５区分については、以下のとおり（～２００３）◯イVLCC�１５万トン以上 ◯ロ中型�７万～
１５万トン ◯ハ小型�３万～７万トン ◯ニH�D＝ハンディ�ダーティ�３万５０００トン未満 ◯ホH�C＝ハンディ�クリーン�全船型。（２００４
～）◯イVLCC�２０万トン以上 ◯ロSuez�１２～２０万トン ◯ハAfra�７～１２万トン ◯ニHandy�２．５～７万トン ◯ホClean�全船型
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用船料指数 係船船腹

９．係船船腹量の推移

月次
２００４ ２００５ ２００６

貨 物 船 タンカー 貨 物 船 タンカー 貨 物 船 タ ン カ ー
隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

２０５
２０６
１８８
１８１
１７５
１６８

１６６
１５９
１４６
１５５
１３８
１３８

１，３１７
１，２３６
１，１５６
１，１０１
１，０４１
９３５

９０２
９００
８０２
８８２
８１３
８１１

１，３５０
１，２７９
１，２３４
１，２３２
１，１７８
１，０５７

１，００６
１，００８
８８１
９３４
８７７
８７７

５３
５１
５６
５５
５４
５５

５２
５０
４７
４３
３８
３９

２８７
２８６
３００
１６３
１４５
１４２

１３１
１３０
９０
１０３
１１３
１４３

４８９
４９０
５０９
２５６
２２４
２１８

２０４
１９９
１４６
１４８
１６２
２１８

１３８
１４７
１３７
１３０
１２８
１２９

１３３
１３２
１３４
１３８
１３９
１４１

７７９
７６６
７３３
６７０
６４０
６３７

６４１
６４５
６６８
６７６
６４９
６７９

８３０
８１３
７９７
７６５
７５２
７５０

７５４
７６６
７４５
７５１
７３１
７１０

３５
３２
３３
３５
３６
３６

３４
３４
３４
３４
３４
３４

１３５
９６
１４７
１４８
１０３
１０３

９９
９９
１７０
１０３
１３１
１２８

２０９
１４２
２２９
２３１
１５０
１５０

１４５
１４５
１９４
１４９
１７３
１７１

１４６
１４６
１４６
１４７
１４４
１５０

１４９
１５２
１５１

７０８
６９２
６７１
６８５
６８３
６８９

６９４
６５０
６４７

７５５
７５０
７４２
７６４
７９４
７９６

８１７
６８０
６７８

３４
３３
３２
３２
３２
３４

３２
３２
３２

１２８
１３０
１２８
１２８
１２８
２０３

１０２
１０２
１０２

１７１
１７２
１７０
１７０
１７０
２２７

１５１
１５１
１５１

（注） インフォーマ発行のロイズ�インアクティブベッセルズによる。

８．貨物船定期用船料指数

月次
２００３ ２００４ ２００５ ２００６

総合指数 BDI 総合指数 BDI 総合指数 BDI １．２万～
２万

２万～
３．５万

３．５万～
５万

５万～
８．５万 ８．５万～ 総合指数 BDI

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

１８５
１５６
１５１
２０３
２９０
３０４

２７３
２７６
２９４
３３７
３０９
３６０

１，７３３
１，６６９
１，８０２
２，０８１
２，３１７
２，１３５

２，２３８
２，３２２
２，４６７
４，４７７
４，０４６
４，５３９

５５３
６１３
６１５
５５８
５３３
４０１

４７８
５６２
５１４
５０３
５４４
７０１

４，５３９
５，２９０
５，１２２
４，６３５
３．４５２
２，７６２

３，９７１
４，１８０
４，２１４
４，６０２
４，２６４
５，１７６

６７７
７１５
５６５
６２４
５５２
４１２

３４２
２８５
３５２
３９１
３７６
３３２

４，４７１
４，５１１
４，６８５
４，８１０
３，７３７
２，５８６

２，３０７
２，１６９
２，９４９
２，９４９
２，９９１
２，６２４

�
�
�
�
�
�

�
�
�

２９０
２５８
２９５
３６０
２７５
３５１

４１５
４４２
４９４

２７８
２７２
３０５
３６６
３２５
３４４

４０５
４５３
５００

３２４
３２８
３７１
３４６
３４２
４２４

４７９
５２４
５７４

３０５
３７３
３５６
３４５
２９１
３２８

３８９
５４４
５４２

２９４
２９２
３２１
３２５
３０４
３５９

４２１
４７５
５１８

２，２６３
２，３２８
２，４９３
２，４９５
２，４９５
２，７３９

３，１９１
３，６７２
４，２０７
４，０５３

出所：「Lloyd's Shipping Economist」
（注） �船型区分は重量トンによる。

�用船料指数は１９８５年＝１００。
�BDI（Baltic Dry Index）は月央値。
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トン数標準税制キャンペーン
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この内容に関するパンフレットをご希望の方は、下記までご連絡ください。
（企画部）TEL：０３‐３２６４‐７１７４、FAX：０３‐３２６２‐４７５７、e�mail : pln�div@jsanet.or.jp
なお、パンフレットは、当協会ホームページ（www.jsanet.or.jp）にも掲載しています。
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東京から関東平野の中心に向って約４０�、「小江
戸」と呼ばれる内陸の街に生まれ、育ち、そして
今も住んでいます。そんな自分が何故「海運会社」
に縁があったのかと、時々ふと思ったりしました
が、どうやら「海」には関係なくとも、「ふね」に
は係りのあった街らしいことが分かりました。
この街は、江戸時代には城下町であると共に、

近郊の農作物や軽工業品を商う商人町としても栄
えました。地場の経済圏として発展すると共に、
急成長する江戸に木材、食料や軽工業品を供給す
る基地としての役割も果たすようになりました。
幕府との間の資材輸送をきっかけとして、江戸の
隅田川の浅草を終点として、荒川（外川）を経て
内川と呼ばれた新河岸川の上流に起点を設けたの
が、小江戸の「舟運」産業の始まりであったそう
です（因みに、今年９月にオットセイがこのルー
トを遡って田んぼで発見され、新聞・テレビでニ
ュースになりました）。舟には「並船」、「早船」、
「急船」、「飛切り船」があり、「並船」は荷のみの
不定期船で、満船になるまで各河岸を回りました。
「早船」 は定期船で、４～５日で河川１２０kmを往
復（片道では、午後４時頃出帆、翌朝９時頃には
千住に着いて乗客を下ろした）、月６便と決められ
ていました。「急船」は急ぎの荷を乗せた不定期船
を指し、３～４日で１往復、「飛切り船」は日本橋
魚河岸のマグロなどを積んだ超特急便で、小江戸
では「江戸から飛切で着いたばかりの生魚をすす

める」のが客をもてなす最高のものとされたそう
です。
それまでの陸路での荷車による輸送と比べ、舟

運は「大量輸送」、「費用低廉」、「高速」という点
に優れ、陸路から輸送モードの転換が図られまし
た。これらは時代を問わず、変わることのない「輸
送の３大要素」です。それが証拠に、この「舟運」
産業は明治期に入り鉄道が発達するにつれて、「３
大要素」をそのまま奪われ衰退へと向いました。
グローバルな物流において、現在船舶以外の輸

送モードは主に航空機です。航空業界が急速に発
展したのは第二次大戦後からで、それから２０年経
たずに国際旅客はほぼ飛行機にシフトしました。
それから更に５０年弱経った今、「大量輸送」、「費用
低廉」に係る貨物については海運が確保していま
すが、「高速」を必要とするものについては航空機
にシフトしました。そのモードの利点を選んで荷
が移るのは「舟運」の示すところでもあります。
「技術革新」という言葉が気になります。
潮風に飽きたら、小江戸散策をお勧めします。

首都圏からの日帰り観光地です。もう「舟運」産
業はないので、「ふね」との関係は無くなりました
が、江戸時代の在の雰囲気がその街並みから楽し
めるかも知れません（さつま芋が名物で各種芋料
理も楽しめます）。
日本郵船株式会社 調査グループ
コンテナ・港湾調査チーム長 細野 直也

編集委員名簿
第一中央汽船 総務グループ部長 加藤 和男

飯 野 海 運 総務グループ 広報�IR 室 伊藤 夏彦

川崎近海汽船 総務部副部長 廣岡 啓

川 崎 汽 船 IR�広報グループ 情報広報チーム長 高山 敦

日 本 郵 船 調査グループ コンテナ�港湾調査チーム長 細野 直也

商 船 三 井 広報室マネージャー 鹿野 謙二

三 光 汽 船 社長室副室長（経営企画担当） 近 寿雄

三 洋 海 運 総務部副部長 荒井 正樹

新 和 海 運 総務グループ 総務�法規保険チームリーダー 藤田 正数

日本船主協会 常務理事 植村 保雄

常務理事兼総務部長 井上 晃

常務理事兼海務部長 半田 收

企画部長 園田 裕一

海務部労政担当副部長 山脇 俊介

編 集 後 記
日本の戦後の景気循環において、２００２年

２月から始まった拡大が、とうとう「いざ
なぎ景気超え」だそうです。実感が湧かな
い長期景気拡大、とメディアが報じるこの
頃ですが、売り手市場、人材不足、新卒採
用増加などの求人関連ニュースを聞くと良
いのかも、と思えてくるから不思議。気づ
けば弊会にも私N以来約３年ぶりの新人が
登場、人手不足はこんなところにまで及ん
でいた模様。
つい最近目にした鉄鋼連盟の catchyなポ

スターは「メタルはイケているのか？」と
いうフレーズとロックスターの写真。学生
の就職先で決してメジャーではないらしい
同業界がキャンペーンの一環で作成したと
のこと。impact大です。ふと、ここ数年の
好業績やＮ社の「フネさん」で認知度は上が
ったとはいえ、自分は学生時代、海運も、
それが商社や貿易同様国際的だということ
すら知らなかったことを思い出すと、「Ship-
pingは、Seamenはイケているのか？」と考
えてしまうのは果たして??? （MN）
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